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開議 午前 ９時００分 

○議長（野口久之君） それでは、改めまして、皆さんおはようございます。 

  本日はご参集いただき、大変ご苦労さまでございます。 

  ただいまの出席議員は１６名であります。 

  定足数に達しておりますので、平成２８年第１回京丹波町議会定例会を再開します。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

 

《日程第１、会議録署名議員の指名》 

○議長（野口久之君） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。 

  会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定により、５番議員・山田 均君、６番議

員・山内武夫君を指名します。 

 

《日程第２、諸般の報告》 

○議長（野口久之君） 日程第２、諸般の報告を行います。 

  本日の本会議に、京丹波町ケーブルテレビ撮影・収録を許可したので報告をいたします。 

  以上で諸般の報告を終わります。 

 

《日程第３、一般質問》 

○議長（野口久之君） 日程第３、一般質問を行います。 

  一般質問は、通告に従い、順次発言を許可します。 

  最初に、坂本美智代君の発言を許可します。 

  坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 改めまして、皆さんおはようございます。 

  それでは、ただいまから平成２８年第１回定例議会における、私の一般質問をいたしたい

と思います。通告書に従いまして、次の３点について、町長と、そして教育長にお尋ねをい

たします。 

  まず１点目には、介護保険制度について、町長にお尋ねをいたします。 

  自民・公明政権が２０１４年、平成２５年の国会で可決をいたしました、医療・介護総合

法に基づき、要支援１・２の訪問介護と通所介護が保険から外され、市町村の新総合事業に

丸投げをされます。これは介護給付費の削減が狙いであります。２０１７年、平成２９年の、

つまり来年の４月からは全ての自治体でスタートをする予定としております。 
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  国は新総合事業に先駆けて、昨年の４月から埼玉県和光市の通所介護、デイサービスです

ね、デイサービスの事業所をモデル事業に指定をいたしまして、新総合事業を進めた結果、

要支援サービス利用者の４割の方が、これまでのサービスを受けられなくなったとしており

ます。 

  本町では、新総合事業への移行が当初予定より早まり、２７年度中、今月の３月２８日よ

り実施をされることとなりました。見直し理由として、主に慢性的な介護人材不足の回避、

また、２７年度中に移行することによって、地域支援事業費の上限額が有利になるとして、

早期に実施するとの説明を受けました。 

  そこで、次の点について町長にお尋ねをします。 

  ２月の臨時議会で資料をいただきまして説明をいただきました。一つには、慢性的なケア

マネジャー不足として申請手続の際、チェックリストを保健師が行うとしております。チェ

ックリストの項目の内容はこれまでとは変わらないものなのか、またあわせて現在要支援

１・２の方が現行サービスから新しいサービスに移行することも考えられるのか、お伺いを

いたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） おはようございます。それではお答えしてまいります。 

  基本チェックリストにつきましては、介護予防・日常生活支援総合事業、いわゆる新総合

事業に移行しましても、国が示す基準に基づき、これまでと同様に２５項目で評価すること

となっております。基本チェックリストの内容に変更はなく、聞き取りや評価を行いますの

も、これまでと同様に保健師が行うこととしております。 

  それと現在、要支援認定を受けておられる方は、認定更新時期まではこれまで同様の予防

給付としてのサービスを受けていただくことになります。 

  認定更新時に、引き続き要支援認定を受けられた場合や、認定更新を行わず、基本チェッ

クリストの判定により、新総合事業の事業対象者に該当された場合で、現行の予防給付のう

ち、予防訪問介護と予防通所介護を利用される場合には、新総合事業の訪問介護現行相当サ

ービス・通所介護現行相当サービスを利用いただくことになります。また、通所型サービス

Ａのミニデイサービスなどをご利用いただくことも可能となります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） チェックリストの項目はこれまでと同様ということであります。 

  それぞれの利用者の方にとっては認定申請時期がそれぞれ変わってくるわけでありますが、
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そのときに保健師による聞き取り等によって要支援１・２と、またそのサービスの移行が変

わってくるわけでありますが、現在要支援の１・２の方は何人おられるのか。２６年度の決

算の概要では、要支援の１・２の方は１９５人ということで載っておりましたが、今現在の

時点でどのぐらいの方が要支援１・２となっておるのか、お伺いします。 

○議長（野口久之君） 下伊豆保健福祉課長。 

○保健福祉課長（下伊豆かおり君） ２月末の状況でございますが、要支援１・２に認定され

ておられる方は１９０名でございます。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） １９０名ということは、ほとんど横ばいと見ていいかと思うんです

けれども、先ほど埼玉県の和光市の事例をちょっと言わせていただきました。このチェック

リストをどう見るかによって、その判断によって、サービスがこれまでどおりのプロによる

現行サービスが受けられるのか、それとも先ほど町長から答弁いただきました、通所型サー

ビスのＡですね、これはいきいきサロンとかそういった、おいデイとか、そしてまた通所型

のサービス、すこやか体操、そういった方向に移るということで、その和光市の例は、やは

り申請の際にそっちのほうに、極端に言いましたら、現行のサービスよりもそういった安い

ほうの、安上がりのサービスって言っていいものかわかりませんが、そういった方向に多く

行ったということが、結果としてモデル事業の結果として出てきているわけなんですね。こ

れまで現行サービスで受けられたのが４割の方が受けられなくなったと。そういったことが

出てきたということではないかと思います。 

  これまで、昨年の１２月議会、私もこのことに関して質問をさせていただきました。先ほ

ども言いましたように、予防の訪問介護、通所介護を受けておられる方は、現行相当の訪問

介護、通所介護のサービスということで変わりないサービスを受けられると、そういった答

弁をいただきました。 

  しかし、今回２８年度の町長の施政方針の中では、新しい総合事業へのスムーズな移行に

向けて、丁寧な説明に努めるとだけなっております。このことだけを見ましたら、少し言葉

が足らないと言われたらそうなるかもわかりませんが、後退しているように受け止めたわけ

ですが、その点はどのように考えておられるのかお伺いします。 

○議長（野口久之君） 下伊豆保健福祉課長。 

○保健福祉課長（下伊豆かおり君） 枠組みを変えるわけでございますから、全ての利用者さ

んといいますか、現在介護予防事業等をご利用いただいている方にも、その仕組みを説明さ

せていただいております。例年どおり年に１回の状況確認調査を、今ちょうどこの３月の時



 

 

－１８６－ 

期にさせていただいておりますので、その中でもしっかりご理解いただくということを、こ

の所信表明といいますか、のほうに記載させていただいているところでございます。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） この間、２月の臨時議会のときにこの資料をいただきまして、説明

をいただいたわけなんですが、その中で要支援１・２の方のサービスが訪問型サービス、通

所型サービスに移行すると書いてありました。現時点では、それぞれ要支援１・２の方３０

人、３０人がそれぞれ訪問やら通所の介護を利用されておりますが、今後この利用者数の推

移というのはどのように見ておられるのか。先ほどもくどいほど言いましたが、和光市のこ

ともありますので、その推移としてはどのように見ておられるのか、お伺いしたいと思いま

す。 

○議長（野口久之君） 下伊豆保健福祉課長。 

○保健福祉課長（下伊豆かおり君） 推移としては、そう変わるものはないのではないかと思

っております。予防給付を受けておられる方を、全てこれまでの介護予防事業へ移行させよ

うという思いではございませんので、必要な方には専門職による現行相当サービスが提供で

きるように、それは十分ケアマネさんがプランを立てる際に、利用者さんのご意向を確認し

て、意向だけではなくて、真に必要なサービスであるかどうかを見きわめていただいて、プ

ランに上げていただけるものと思っております。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 今、課長が言っていただいたように、やはり必要なサービスはきっ

ちりと受けていただくということを信念に持って、していただけるんではないかと思うんで

すけれども、予算枠の中で行うということでありましたが、その予算枠内に収めようとする

のか、それともサービスを提供するに当たって、やはり今後そういった予算を外れた場合、

その点はどのように考えておられるのか、お伺いします。 

○議長（野口久之君） 下伊豆保健福祉課長。 

○保健福祉課長（下伊豆かおり君） 現時点でどういう対応をできるか、決まっておりません

けれども、状況を見て検討をしていく必要はあると考えております。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） さきの、なかなかこういった相手があることですので、一応予算は

とってはおられると思うんですが、やはり変わらないサービスを提供するとなれば、もし不

足した場合、一般財源を投入してでもサービスを提供するべきではないかと思いますが、そ

の点お伺いしたいと思います。 
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○議長（野口久之君） 下伊豆保健福祉課長。 

○保健福祉課長（下伊豆かおり君） 現在のところ、そこまでの検討には至っておりませんの

で、状況を見てまた検討していきたいと考えます。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 検討していないということでありますが、やはりそういうことも先

持って考えておくべきであるということを申し上げておきます。 

  次に、地域との助け合いで、住みなれた地域で１日でも過ごしたいというのは誰もが願う

ものでありますが、そうしたいとも思いますし、もちろん。しかし、それによってはボラン

ティアに大変お世話になるわけですが、ボランティア支援というのも限りがあるわけです。

やはり、今私たち、若い方がこういったことに、ボランティアに携わる方がどんどん減って

きているのが現状やと思います。私の周りを見てもそうでありますし、そういったボランテ

ィアに対する人材の確保というのも、もちろん急務でありますが、この先の見通しをどのよ

うに見ておられるのかお伺いします。 

○議長（野口久之君） 下伊豆保健福祉課長。 

○保健福祉課長（下伊豆かおり君） ボランティアにつきましては、全てボランティアでとい

うことではないと思うんですけれども、社会福祉協議会と連携して、ボランティアの育成に

ついては、町としてもかかわっていく必要がございますし、既に一定の助成、補助事業等で

お願いしているところでございます。 

  高齢者の方自身もこういう支え手側になっていただくような仕組みといいますか、もう既

にそれも十分本町ではやっていただいてはおりますので、そういう形で継続していただけれ

ばと考えております。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） それでは、二つ目に介護士の不足についてお尋ねをいたします。 

  今、介護に携わる人材不足から施設を縮小したり、閉鎖に追い込まれている事業所が増え

てきているとお聞きします。本町においても募集の広告など目にいたしますが、本町の事業

所内での不足人数の把握はされているのか。また、何人ぐらい介護士の不足があるのかお伺

いしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 下伊豆保健福祉課長。 

○保健福祉課長（下伊豆かおり君） 町内の事業所さん、ヒアリングをさせていただいたとこ

ろ、ちょっと具体的な数字は現在持ち合わせておりませんけれども、やはり確保には困難が

あるというふうな状況でございます。告知放送等でも随時募集をされておりますし、具体的
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に今何人ということは伺ってはおりませんけれども、継続した確保に努めておられるという

状況かと思います。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 不足している状況というのは十分把握されておりますが、人数がど

うかということは、まだしっかりとは把握していないということでありますが、やはりこう

した小さい町ですので、しっかりとそのことは把握しておくべきやと、その不足に対する対

策のことに関しても、やはりそのためにも把握するべきだと思いますので、ぜひその点はし

っかりと事業所等に聞き取りをして把握しておいていただきたいと思います。 

  そして、介護人材不足の要因というのをどう見ておられるのか、何が原因であると考えて

おられるのか、その点をお伺いします。 

○議長（野口久之君） 下伊豆保健福祉課長。 

○保健福祉課長（下伊豆かおり君） 一般的には報道もされておりますように、処遇の問題が

あるかと思います。また、その職場における働きがいといいますか、そういう意欲的な思い

が継続できるかどうかというところが、大きな課題ではないかと思っております。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 今、課長に答弁いただいたように、まさにそのとおりやと思うんで

すけれども、まずこの打開策というのを、やはり国が引き下げた介護報酬ということ、これ

を上げることではないでしょうか。昨年の４月から平均引き下げ幅が４．４８％、過去最大

であります。その結果、経営難から事業所の縮小や閉鎖などが全国で起こっているわけであ

ります。 

  例を挙げまして、福知山のある事業所での聞き取りでありますが、約７％の減収になった

と。役員報酬や管理職の報酬の引き下げでしのいでいる。また、隣の綾部の事業所では、介

護報酬のカットをカバーするには、職員へのしわ寄せしかないと。介護現場では実際こうし

た声しか聞かないんです、聞こえてこないというのが状況であります。 

  低賃金だから人材が集まらない。人材が不足となれば縮小しかない。そうなれば施設に入

所したくても制限がされる。つまり、悪循環となっているんです。無理に人材を集めようと

すれば、十分な研修を積まない職員を採用することとなり、最近では川崎市のむごい事件が

ありました。このようなことが起こり得るわけであります。 

  また、別の仕事を解雇されて、不本意ながら介護の仕事をしている方も多いとのことであ

ります。 

  安倍総理の言っている、介護離職ゼロとは正反対のことが全国で起こっているわけであり
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ます。それこそ絵に描いた餅ではないでしょうか。 

  町長も介護現場が置かれている状態も把握されていると思いますが、本町の介護職員の状

況を見ておられてどう思われておられるのか、町長の見解をお伺いしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） よくみんな、献身的に努力をしていただいているというふうに見てお

ります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 努力をしていただいているということでありますが、それはちょっ

と少し町としても、もう少し本腰を入れて努力をしていただいているというよりも、やはり

町としてもしっかりと補助するというか、そういった考えもすべきじゃないかと思います。 

  その点、次のことを質問いたします。 

  今、人材不足の解消に向けた対策として、独自の施策が取り組まれている市町村がありま

す。昨年の１２月議会でも、私、少し触れさせていただきましたが、何件か取り組みをして

おられる市町村の例を紹介したいと思います。 

  隣の綾部市では、介護福祉士育成するためへの修学資金を２年間、最大１２０万円を貸し

付けし、その後、３年間綾部市の施設や事業所で働けば、この修学資金の返済を免除すると

いうことであります。また、市内の介護施設や事業所で働く場合、家賃の一部を２年間補助

する。また、舞鶴市、そして京都府においても無利子で修学資金の貸し付けも行っておりま

す。 

  少し遠くなりますが、鳥取県日南町、議員も視察に行かせていただいたところであります

が、介護福祉士養成施設で２年間学んで資格を取得後、町内に移住をして町内の介護福祉事

業所で働くことを条件で、入学金や授業料が免除をされ、２年間で最大２００万円の修学金

を出しておられます。 

  それぞれ一定の要件はもちろんも設けておられますが、本町もやはり施設任せではなく、

町独自の支援策を設けて、人材確保に努めるべきと考えますが、その点、町長にお伺いをい

たします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） よい施策だというふうに受け止めます。京丹波町では、今それは考え

ていなくて、介護福祉士育成修学支援制度などの人材育成にかかる支援策につきましては、

京都府等において同様の制度が設けられておりますので、現在のところ本町独自の制度の創
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設は予定していないということです。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） もちろんよい施策ではあります。しかし、それにおいてもなかなか

人材が不足するわけですから、それぞれ町独自で政策を、こうした施策をしているわけです

から、やはり本町としても、そういった町独自の施策をするべきであると思います。今後の

課題として、もちろん考えていただきたいことを申し上げます。 

  三つに今回の新総合事業への移行に対して、事業所との話し合いがされたとお聞きしまし

たが、介護現場からはどのような意見が出されたのかお伺いします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 新総合事業への移行に向けた事業所との面談においては、移行時期を

早めることに対して戸惑われる事業所もあったわけですが、移行によって利用者の選択肢が

増える点や、早期移行によって地域支援事業費の上限額が一番有利になる点などにつきまし

て、一定のご理解をいただくことができました。 

  また、一番に利用者の皆さんが混乱されることのない移行を目指すということにつきまし

ては、いずれの事業所からも賛同を得られております。 

  新総合事業への移行につきましては、本町においては、これからがスタートであり、介護

現場の方々と意見交換の場を持ちながら、緊密に連携を図るとともに、地域包括ケア推進委

員会に参画をいただいている各種団体などとも連携して、よりよい新総合事業の展開につな

がるよう努めてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） もちろん戸惑った事業所もおられると思います。半年以上早くなっ

たわけですからね。先ほど移行によってはいろんなサービスが受けられるというよい利点を

おっしゃいました。これまでそれぞれの事業所等でサービスを受けられていたわけですから、

そういった事業所、それをおいデイとかそういったほうに振り分けた場合、事業所の収入が

減るということは考えられないのか、その１点をお伺いします。 

○議長（野口久之君） 下伊豆保健福祉課長。 

○保健福祉課長（下伊豆かおり君） 新総合事業の通所型Ａサービスについては、一部委託金

額の見直しもお願いしております。国が定める予防給付の単価を上回らないことということ

で、そこの部分では一部事業所さんのほうにご理解をいただく点がございましたが、その点

についても事業の概要に基づきまして、ご理解をいただいたところでございます。 
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○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） それでは２点目に、町営住宅についてお尋ねをしたいと思います。 

  一つに、まず町営住宅における各団地の入居状況はどうかお伺いしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 町営住宅の団地別入居状況につきましては、丹波地域の公営住宅、新

田団地、上野団地、北垣内団地、西階団地について、管理戸数２６戸のうち入居戸数は２５

戸、特定公共賃貸住宅の蒲生野団地については、管理戸数２４戸のうち入居戸数は１１戸と

なっております。 

  瑞穂地域の公営住宅、桧山団地、三ノ宮団地については、管理戸数１１戸のうち入居戸数

は１１戸、特定公共賃貸住宅、質美団地については、管理戸数８戸のうち入居戸数は４戸、

特別賃貸住宅の下大久保団地については、管理戸数１戸のうち入居戸数は１戸となっており

ます。 

  和知地域では、公営住宅の小畑団地、本庄木ノ上団地、大倉団地について、管理戸数５９

戸のうち入居戸数は４８戸、特定公共賃貸住宅エスポワールわち、本庄若宮団地、本庄木ノ

上団地、大倉団地については、管理戸数２３戸のうち入居戸数は２１戸、特別賃貸住宅の本

庄馬森団地、本庄木下団地、篠原団地、篠原石仏団地については、管理戸数１３戸のうち入

居戸数が８戸となっております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） すぐにはちょっと計算ができませんので、ちょっと通常の空き家は

何戸になっているのか、課長、お答えいただきたいのと、２６年度の９月にこのことについ

ては私、質問もさせていただきました。その中で、そのときには震災支援住宅と、そして政

策空き家住宅というもののストックがそれぞれ答弁がありましたが、今それはないのかどう

かお伺いします。 

○議長（野口久之君） 十倉土木建築課長。 

○土木建築課長（十倉隆英君） 全体のうち、政策空き家としては１３戸ございます。震災の

支援住宅として５戸のストックを持っております。 

  したがいまして、通常の空き家は現時点で１８戸ということになります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 今、答弁いただきました。通常の空き家が１８戸、２６年度のとき
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は１３戸でしたね。これが今は１８戸と５戸増えていると。そして政策空き家が２６年度の

ときには１１戸でしたのが今度は１３戸と、これも増えております。震災の支援住宅は５戸

ということで同じであります。 

  二つ目に、この空き家の中で一番最長で空き家となっている期間というのはどの団地なの

か、そしてどのぐらい空いているのか、空き家として年数はどのぐらいあるのかお伺いしま

す。 

○議長（野口久之君） 十倉土木建築課長。 

○土木建築課長（十倉隆英君） 政策空き家としておりますのは、もう既に耐用年数を過ぎた

ものなり、健全な状態でお貸しすることができないということで、用途廃止の手続を進める

べく住宅ということで、募集停止のほうをしておりますので、その部分については把握して

おりませんけど、質美団地の１号棟が２４年２月からの空き家となっておりますので、４年

少しの間、通常の空き家状態にあると認識しております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 質美の、それは１戸だけですか。４年間空いているというのは、１

戸だけですか。わかりました。 

  先ほど政策空き家というのが１３戸ということは、老朽化になって募集を停止していると

いうのであれば、やはり早いうちにきっちりと段階を踏んでしないと、ただ空き家ばっかり

増えているように感じられるわけですから、その点をしっかりと進めていっていただきたい

と思いますのと、それ以上建て替えをするというような計画はあるのか、その政策空き家を

ね。そういうことは考えておられるのか、おられないのか、その点をお伺いしたいと思いま

す。 

○議長（野口久之君） 十倉土木建築課長。 

○土木建築課長（十倉隆英君） 現時点では、建て替えの計画は持っておりません。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 先ほど、通常の空き家が１８戸ということで答弁いただきました。

２６年度のときは１３戸で全てが特定公共賃貸住宅でありました。この、先ほど答弁いただ

きました１８戸というのは、特定はどのぐらいあって、公営住宅ですか、それはどのぐらい

あってという、その１８戸の詳細をお願いします。 

○議長（野口久之君） 十倉土木建築課長。 
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○土木建築課長（十倉隆英君） 特定公共賃貸住宅につきましては、５１戸のうち３６戸が入

居されておりますので、１５の空き家ということになりまして、そのうち４戸を震災の支援

住宅に当てておりますので、１１戸が通常の空き家ということになります。 

  公営住宅につきましては、３戸が今空いている状態でございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 以前、質問させていただいたときに、一定平成２１年に法改正をさ

れまして、公営住宅の家賃の見直しをすることとなりました。しかし、本町にとっては空き

家もありますし、また特に特定公共賃貸住宅、特公賃のほうがほとんど空き家となっている

ことであります。 

  先ほど、１５戸のうち４戸はそういった震災のために空けているんやということでありま

すが、やはり特公賃の場合、一定の国の補助金を受けて建設をされております、それぞれの

住宅もね。一定の縛りはあるかと思いますが、そういった補助金適正化法というのは何年で

あるのか、そして特に質美なんかも２０年は経っていると思うんですよね。最初、平成７年

と平成８年に建てていると思うんです。そうなればもう２０年経過しているわけですから、

住宅としてもやはり価値は下がってきているわけですから、家賃だけそのままというのでは

なかなか入らないと思うんですよね。そういった適正化法のそれは大体何年で見直しをでき

るのかどうかお伺いしたいと思います。 

  以前にもお聞きしましたが、なかなかそのときの町長の答弁は、やはりそういった空き家

になっているというのは、賃料が影響しているのかどうか調べたいという答弁もありました。

その後調査はどうされたのかお伺いします。 

○議長（野口久之君） 十倉土木建築課長。 

○土木建築課長（十倉隆英君） 適化法の関係はちょっと僕、今持っていませんけど、多分８

年やったというふうに記憶しているんですが、ただ家賃の決定段階では補助金とあと町のほ

うからの一般財源を充てております。その関係で、償還を含めた計画をもって家賃のほうは

決定されておりますので、一定、償還を考慮した家賃になっているというふうに認識してお

ります。 

  あと、調査の関係なんですが、２８年度に長寿命化計画の修繕の計画をしております。そ

の関係で、今後現在の住宅のほうを維持していくのに、何年で幾らほどかかるというような

金額のほうを算定していきたいと思います。その関係と、あと木造住宅の場合は耐用年数が

３０年ということになっておりますので、質美団地でしたら現在２０年経過しております。
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あと１０年ということになります。 

  そういった関係も含めまして、現在、京都府のほうと家賃の変更について、どういうふう

にしていったらいいのかということを検討させていただいております。近隣に民間の住宅、

町内に民間の住宅がございますので、公共の住宅ですので、民間の事業のほうを圧迫しない

ような家賃の設定というのは、もう義務づけられておりますので、民間の家賃を考慮しなが

ら、どういうふうに設定できるかということを、今検討しているところでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 今、それぞれご答弁いただきまして、空き家で置いておけば置いて

おくほど修繕費もかかるわけであります。なかなか風を通すというのも、私が知る限りでは

通してないんじゃないかなというのをお見受けします。最近ちょっと草引きはしていただき

ましたので、見た目はよろしいんですけれども、先ほどの特公賃の場合、補助金の関係で一

定の償還を含んで家賃を決めているということと、府とも協議をしているということであり

ますので、これ平成１５年と大変古いんですけどね、平成１５年の決算検査報告というもの

の中に、特定優良賃貸住宅供給促進事業の実施についてというものがあります。その中を見

ましても、やはり特公賃の空き家状況について、問題視されているわけですね。 

  やはり民間の今これだけ社会状況も変わってきまして、不況になってきていることもあり

まして、なかなか入らないということもありますし、そういうことを考慮して、先ほどもお

っしゃいましたが、公営住宅よりも安くするわけにもいかないので、やはりそういった周り

を見た上で、見直しをするということが１５年のこれに出ているわけなんです。 

  そやから、やはり先ほども言いましたように、しっかりと見直ししようとすれば、考えれ

ばできるはずなんですよね。これから特に自主財源が、施政方針の中でも自主財源が乏しい

わけでありますから、住んでいただけなければ、やはりこれはほんまのただの物になります。

住んでいただいてこそ価値がありますので、町営住宅は。そのことも考えて、ぜひそういう

方向に考えていただきたいと思います。 

  また、先ほど私、介護保険制度の質問の中で、介護福祉士の人材確保で提案をさせていた

だきました。本町で働いていただく条件の中に、やはり町営住宅に入居していただき、家賃

補助をするようなことも考えてはどうでしょうか。そうすれば空き家を活用することもでき

ますし、人材確保もできるのではないでしょうか。町長にお伺いします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 全て需要があったら満たされるというふうに思っておるんですけど、
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そういう住宅についても事業者のほうから、こちらからも働きかけはしますけれど、事業者

のほうから相談があれば積極的に対応するということに尽きると思います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 先ほどから、私この介護保険のことで、事業者のほうから相談があ

ればということじゃなくして、やはりこちらから提案すべきやと思うんですよね。住んでい

ただいて、そして町営住宅を活用していただく、このことも大事なことであります。私、人

任せのような感じがいたしますので、ぜひもっと提案をしていただいて、町のほうから発信

をしていただくことをお願いしておきます。 

  最後に、教育問題について教育長にお伺いをいたします。 

  昨日の新聞報道で、広島県で中学３年生の男子生徒が自殺をしたといった記事が載ってお

りました。その時点では、原因がいじめかどうか確認はされておりませんでしたが、３カ月

間というもの、公表はされていなかったことが大変疑問視されております。 

  けさのテレビ等の報道を見ましたら、学校等の不手際によって進路が閉ざされた、悲観的

になったというようなことをテレビでは見ましたが、やはり子どもたちにとっては、中学生

３年生といったら、高校入試というのは、大変将来を左右するものであります。 

  大変残念なことでありますので、やはりこうした遺族からこういった高校入試の時期とい

うこともあって、控えておいてくれという要望があったとはおっしゃいますが、やはりこの

ことが後から出るにしても、やはり教育委員会なり、学校に物すごく不信感を抱くわけであ

りますが、本町はそういうことはないと思いますけど、やはりそういうことも、本当に残念

な事件があったと思います。 

  本町においても入試も終わり、結果を待っている生徒や保護者、そして先生方は落ちつか

ない時期であろうかと思います。全生徒に満開の春になることを願っております。 

  そこで教育長にお尋ねしたいと思います。 

  一つにはいじめについてであります。この問題はなかなかなくならない大きな問題であり、

なくすことは本当に難しいのではないかと考えます。本町はいじめ行為の未然防止に対する

対策についての提言や、いじめ行為に適切に対処するために必要な助言をいただくため、京

丹波町いじめ防止対策推進委員会を設置をされて、そしていじめ防止等のための対策を総括

的かつ効果的に推進するために、京丹波町いじめ問題対策連絡協議会を開催をいたしまして、

１２名の委員の方で構成をされております。いじめの現状や交流に取り組まれたとお聞きい

たします。 
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  初日の一般質問でも、山﨑議員からもハイパーＱ－Ｕアンケートですか、その実施などの

取り組みの内容の質問もあったところでありますが、私からも質問をしたいと思います。 

  今現在、いじめ等による不登校の、いじめだけではないんですけれども、不登校の児童生

徒はおられるのかお伺いします。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 広島の事件の件についても指摘がありましたように、本当に悲し事

件だと。報道によれば、それが学校の指導の不適切さによるものというふうな報道がされ、

もしそうであるとすれば、これは本当にあってはならないことというふうに、私もそのニュ

ースを聞いて感じております。 

  いじめに関して不登校の関係でありますが、現在不登校について調査していますが、直接

的にいじめが原因と思われるものについては、学校からはそういう報告は受けておりません。 

  もちろん不登校の生徒はおりますが、いじめとの関係においては、直接的に学校からそう

いう報告は受けておりません。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 学校等からは、いじめが原因という不登校の子はいないということ

でありますが、先ほどにも言いましたが、いじめは多少なりともあるのではないかと思いま

す。学校への聞き取り調査で、なかったことを学校の評価とするのではなくて、いじめの問

題に向かい合ったこと、前向きな姿勢を評価するべきではないかと私は考えますが、教育長

の見解をお伺いいたします。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 今、議員からご指摘がありましたように、現在、いじめ状況調査を

実施しておりますが、従前、その調査件数が多いとその学校の生徒指導の状況が適切ではな

いのかというような、そういう受け止めもされることもありまして、どちらかと言えばそれ

を抑制的に捉えるという向きがありましたが、この間さまざまないじめに関する実証も出て

おりますので、文科省においても子どもたちが心身に苦痛を感じるものは全て調査と件数と

して上げるようにというふうに捉える、現在そういう点では京都府は全国的にも認知件数は

非常に高い状況でもあります。京丹波町の小中学校においても、いじめの認知件数は前年度

よりも、２６年度よりも大幅に増えております。そのことは、学校の取り組みがより丁寧に

行われたというふうに私は評価しております。 

  以上であります。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 
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○１番（坂本美智代君） 大変、ないというよりもあって当たり前という考えで、やはりどん

な小さなことでも取り上げるということがもちろん大事でありまして、今後、そういったい

じめ問題の対策連絡協議会、そういったものを開催しながら取り組まれると思いますが、今

後、そういった連絡協議会なんかは年に何回とか、そういうペースでしはるのか、もちろん

問題があったときには、その際すぐに対応されると思いますが、今後の取り組みをお願いし

ます。 

○議長（野口久之君） 中尾教育次長。 

○教育次長（中尾裕之君） 平成２７年度につきましては、いじめ問題対策連絡協議会、２回

開催させていただいたところでございます。２８年度についても２回ということで予定して

おりますが、議員がおっしゃるとおり、いじめ問題に関する事件等、あってはならないこと

ですが、そういう重大なこと等々起こりますと、回数に関係なく開催させていただくという

こととしております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） それでは、二つ目には食物アレルギーについてお伺いしたいと思い

ます。 

  本町では食物アレルギーを持っている児童生徒への対応として、学校給食において除去食

を提供して、安心して給食をいただいております。しかし、食材により友達と同じものが食

べられないことや、おかわりの際に、先生方は細心の注意が必要であります。 

  大阪府門真市のある保育園では、アレルギー食に対して代替食品を使うことで、全児童が

同じ給食を食べ、おかわりの際の先生の負担も軽減されているということはテレビで見まし

た。それぞれの児童生徒によるアレルギーを発症する食材はあろうかとは思いますが、例え

ば小麦のかわりに米粉を使うなど、そういった牛乳のかわりに豆乳、コンソメのかわりに昆

布だしと、そういった代替食材でしているということをお聞きしましたが、やはりこういっ

たことも本町においてもできないものかどうか、やはり調査をして研究をしていただけない

かどうかをお伺いしたいと思います。 

  また現在、食物アレルギーを持っている児童生徒は何人ほどおられて、またこの近年、や

はりそういったアレルギーを持っている児童生徒は増えてきているのかどうかをお伺いした

いと思います。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 学校給食における食物アレルギー対応でありますけども、町内の給
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食におきましては、調理後の風味、あるいは食感を考慮の上、可能な限り食物アレルギーの

原因となるアレルゲンを含まない食材を選定し、全ての児童生徒が同じ給食を食べることが

できるように、そういう献立づくりに努力をしております。 

  ただ、献立によっては、代替の食材が難しいものも一部にもありますので、その際はアレ

ルゲンを除いた除去食の提供、場合によっては自宅からの代替食を持参いただくということ

も含めて、対応を現在しております。 

  指摘のありましたように、今後とも可能な限り全ての児童生徒が同じ給食を食べられるよ

うに、献立の工夫、食材の選定に引き続き努力、研究をしていきたいとそのように思ってい

ます。 

  ちょっと数については次長のほうからお答えさせていただきます。 

○議長（野口久之君） 中尾教育次長。 

○教育次長（中尾裕之君） 私のほうから、アレルギー対応している児童数についてお答えさ

せていただきます。 

  現在、平成２７年度現在におきまして、小学校で２７名、中学校で１３名、計４０名の何

らかのアレルギー対応をさせていただいております。この中には、牛乳を飲めないという対

応の児童も含まれております。また、人数のほうですが、近年、やはり増加傾向にはありま

す。大きく増加しているものではありませんが、児童数が減る中で率としては上がってきて

おるというところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 坂本君。 

○１番（坂本美智代君） 給食のほうでそれぞれ栄養士さんなり現場の方が努力をしていただ

いているのは重々わかっております。今、教育長が答弁いただいたように、できるだけ皆が

同じような物が食べられるように、今後調査をして研究をしていただきたいと思います。 

  今、多様化していろんなものの組み合わせによってアレルギー反応を出すものもたくさん

ありますので、大変難しいかとは思いますが、ぜひ努力をお願いしたいというのと、だんだ

んと年々増えて、児童数の割には率が上がっているということであります。これは子どもた

ちというか、私たちの生活の周りに、そういった食材に対するいろんなものが、添加物が入

っているということは大きな問題でもあります。これはなかなか難しいことではありますが、

ぜひまた今後、そういった方向に努めていただきたいとことを願いまして、私の一般質問を

終わります。 

○議長（野口久之君） これで、坂本美智代君の一般質問を終わります。 
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  次に、山下靖夫君の発言を許可します。 

  山下君。 

○７番（山下靖夫君） 皆さん、改めましておはようございます。 

  私は、平成２８年第１回京丹波町定例会におきまして、通告書に従いまして質問を行いま

す。 

  一つは、私は京丹波町人口ビジョン、また創生戦略について、二つ目に人口減少について、

三つ目に教育関係について、３項目について質問を行います。 

  しかしながら、一昨日の質問の中で、人口ビジョン、創生戦略、須知高等学校の問題、小

学校の統合の件及びバス通学費の無料化の件などの質問がございまして、本日、重複する質

問になる点をお許し願いたいと思います。 

  まず初めに、京丹波町人口ビジョン、創生戦略についてお尋ねいたします。 

  我々議員は、２７年１２月の定例会において、京丹波町人口ビジョン創生戦略の資料をい

ただき、簡単な説明を受けました。一方町民向けには、広報京丹波ナンバー１２２、１２月

号が各戸配付されまして、その中に京丹波町の人口ビジョン、創生戦略が掲載されていまし

た。 

  表紙をめくりますと、京丹波町人口ビジョン、人口１万人を維持へという文字が目に飛び

込んできました。国では少子高齢化の時代に入り、平成２０年に１億２，８０８万人をピー

クに人口減少に向かっていると報じていましたが、お互い関心を持っていなかったのではな

いかと思うのであります。 

  人々が子どもを産まなくなれば社会は縮む、誰にでもわかる簡単な理屈であります。とは

いえ、その深刻さを知る人はどれぐらいいたでしょうか。 

  平成合併で京丹波町が誕生したときに、人口が１万７，９２９人、これは平成１２年の国

勢調査でありますが、１０年後の平成２２年の将来人口目標が２万４，０００人でありまし

たが、平成２２年の人口が１万５，７３２人であり、２，２００人も減っております。 

  合併以前から旧町においては定住対策に努力してきたが、逆に８，７００人もの人が減少

してしまったのですね。人口ビジョンでは、２４年後の２０４０年には趨勢人口、このまま

何もしなかった取り組みなんですが、８，７０６人となっております。そのところを１万人

に維持しようと言われておるんですね。２４年後には合併当時の半分以下の人口になるシミ

ュレーションになっております。 

  野村総合研究所顧問で増田寛也氏が日本創成会議で消滅可能性都市のリストは各方面で大

きな波紋を呼びました。政府も初めて２０６０年に１億人という人口目標を設定し、一昨年
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の９月に内閣官房にまち・ひと・しごと創生本部が設立され、石破茂地方創生大臣が誕生し

ました。 

  昨年度は全ての市町村に地方版人口ビジョンと総合戦略策定の努力義務が課せられたと理

解しています。 

  昨年の第１回定例会において、町長に消滅自治体について見解をお尋ねしましたところ、

もうそんな全然そういう後ろ向きというか、暗いというか、京丹波町だけは立派に生き残っ

てよそからもよい町やなということで来てもらえる町にとお答えをいただきました。 

  地域の将来を考えるとき、必ず把握しなければならないのは、人口動態であります。地域

の経済、社会は今後人口動態に強く影響を受けると言われております。今回事務方が人口減

少について正確な分析をまとめていただいたのは、京丹波町人口ビジョンではないかと思い

ます。 

  大変前置きが長くなりましたが、町長自身、この人口ビジョンをどのように受けとめてい

ただいているか、お尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 今、議員さんから正確な人口ビジョンというて評価してもらったんで、

私も同じように高くこの人口ビジョンについて評価しているということであります。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） それでは、次に創生戦略についてですが、創生戦略の基本理念として、

日本のふるさと。自給自足的環境社会・京丹波として、その柱にしごとづくり、安心づくり、

ひとづくり、ひととモノの流れについて述べられております。それからまた日本のふるさと

創生へ京丹波町創生戦略、住み続けたいまち、安心して暮らせるまちへということで、基本

目標として一つには地域経済支援によるしごとづくり、二つに京丹波町へひとの流れづくり、

三つに地域総がかりで育む子育てからひとづくり、四つ目に「災害の少ないまち」での防災

づくり、五つ目に時代に合った地域づくりと暮らしの安心づくりと五つ上げてもらっており

ます。それぞれ政策パッケージが述べてあります。それぞれのパッケージの言葉、文言とし

てはあらかた理解できるのですが、それをどうするのか、具体的に何をどうするのかという

ことが広報を見る限りではわからない。限られた紙面ですので、無理であったと思います。

しかし、人口減少は重大なことであり、行政と議会と町民の危機感を共有することが大事で

あると思います。地域創生戦略の策定に当たり、京丹波町総合計画審議会へ諮問された。審

議会では委員から出された意見を反映し、中間案を取りまとめ、広く意見を求めるパブリッ

クコメントを実施され、寄せられた意見を参考に検討を重ね、１１月５日に町長へ答申され
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た。 

  答申を受けられ、京丹波町創生戦略と人口ビジョンが作成されました。 

  私は、２月２２日に初めて審議会に参加させていただきました。メンバーは立派な肩書の

ある方ばかりでした。しかし、若者に魅力を感じる仕事を生み出すことが何よりも大切だと

思います。まちづくりを進めるには地域住民の声を聞くことはいつでも重要ですが、今は２

０代、３０代の若者、特に若い女性の参画が必要ではないかと思います。 

  町長のご所見をお伺いしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 昨年１１月２０日に策定いたしました創生戦略事業につきましては、

町ホームページでの広報、あるいは予算への計上をはじめ、現在審議いただいております第

２次京丹波町総合計画への反映など、今後実施していく、それぞれの場面において本町にお

ける現状、課題や将来の展望について、引き続き周知してまいりたいと考えております。 

  残余を担当課から答弁させます。 

○議長（野口久之君） 久木企画政策課長。 

○企画政策課長（久木寿一君） 先日も議員さんからお話がありましたように、京丹波町総合

計画審議会を開催させていただきました。 

  前回の会議につきましては、第２次の総合計画の策定に向けての最初の会議でした。それ

までは創生戦略の議論をいただいたわけでございますが、今後、創生戦略をもとに第２次総

合計画を策定していきます。その中で、総合計画審議会の皆さんに審議をいただくわけでご

ざいます。 

  審議会の委員さんにおかれましては、それぞれの常任委員会の委員長さんをはじめ、各種

団体の代表、推薦があった方、それから新規就農でこちらのほうに来られて、今、農業をさ

れている女性の方、３０代ですけども、また、質美のほうで結婚されて、それから夫のＵタ

ーンという形で質美へ移られて、今、質美の小学校のほうで都市住民との交流を中心に活動

をされている女性の方、それから、今、子育て真っ盛りの３人のお子さんがいらっしゃる３

０代前半の方というふうに、また、金融機関からも支店長さんにお世話になっております。 

  それぞれの立場の中で意見をいただくように、幅広い議論ができるように委員構成もして

いるつもりでございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○町長（寺尾豊爾君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） 確かに、ただいまお聞きしたとおり、各階層からの皆さんで構成され

ているようでありますが、やはりこの前聞いてみますと、本当にそういう若い方の発言が少
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ない。そして、魅力あるまちづくりというのは、やはりこれから若い人が希望している、そ

ういうものをどんどん吸収してもらってこのまちづくりにしてもらったら大変いいんじゃな

いかというふうに、私は思います。 

  ２月２８日の産経新聞に、日本総合研究所主任研究員 藻谷浩介さんというんですか、そ

の方が少子高齢化対策を語るという記事に、少子高齢化対策に熱心な地域として、高齢者へ

の支援を減らし、小児救急など子育て世代への支援を充実させ、出生率が２．６５となった

島根県の邑南町が紹介されておりました。 

  邑南町は、平成１６年に石見町、瑞穂町、羽須美村が合併した町であります。そのとき以

来、子育てと教育を地域の重要課題と考え、平成１０年に子育て日本一を目指す１０カ年計

画を作成されました。 

  直接的な子育て環境の充実と公立病院の産婦人科、小児科の体制の充実、２４時間３６５

日救急の受付、プラスドクターヘリの対応、中学校までの医療費の無料化、保育料の助成と

第２子以後の無料化、町単独雇用補助教員１２名、全小中学校へ学校司書の配置などで、大

きな成果を上げていると報じておりました。 

  旧瑞穂町は、島根県の瑞穂町と全国瑞穂町交流会であった町でありまして、京丹波町より

本当に山に囲まれた町でありますが、大いに参考になるとみて、価値があると思います。 

  人口減少には子育てと教育が重要であると思いますが、町長、この点についてはいかがお

考えでしょうか、お伺いします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 今、例示していただいた町の一つの施策については、非常に評価する

ところです。 

  ただ、社会学者、一般的に学者と言われるのは５年とかだけを切って評価されているんで、

しっかりその辺を見きわめてですね、本当に１０年後にそのことがその町にとってプラスに

なって、人口が増えているか、あるいは維持できているかということをしっかり見きわめる

ような、そういう評価能力というのも、私は一方必要だと思っております。 

  ちょっと話、別になりますけれど、済みません。高齢者福祉で頑張ってくれてはる人の、

私ちょっと言うたと思うんですけれど、そういう事業者にこちらからももちろん働きかけま

すけれど、主に事業者とかそういう困っていらっしゃる方から積極的に行政に相談してもら

ったほうがいいって言って、それにはしっかり対応していきたいというふうにお答えしたつ

もりなんです。 

  これは、高齢者福祉施設に関してだけじゃなしに、全般について、あんまり法律ができた
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さかいにっていって、全部給付とか交付とか支給とかやったらね、それはしたらいいんです

けど、必ず、最低でも半分ぐらいは返済せんなんとか、自己資金が要るとかいう話がほとん

どの施策にあります。そういうことを知り尽くした私としては、あんまり押し売り、その当

時の政府とか京都府とか、京丹波町政のために押しつけるということが、いかがかなと思っ

て、緩やかに答弁をさせてもらっているということを理解いただきたいと思います。 

  今、山下議員がおっしゃったその邑南町の施策、よいことばっかりですよ。ただ、そのこ

とが１０年後も継続できて、成果が上がっているかとかいうことが非常に大事だという、私

は認識持っています。 

  いろんな政策提案受けるんですけど、私は、実際、介護現場とかの人から相談を受けて対

応しているからこう言えるんです。本当におっしゃっている方がみんな、自分が相談を受け

て何か一つでもされて、私はこういうことをしたいんやけど、何で行政せえへんのやという

論があったらですね、それは傾聴に値するなというふうに思っているところです。 

  邑南町はすばらしい、町長と横座って話することもありますので、いいと思います。よい

とこどりであってもぜひ参考にしたいなと、そんな思いです。 

  ただ、人口というのは、あんまり言わはらへんけど、私が思っているのは、ある程度文化

が本当に進展したときに人口減少が起きるというのか、動物でも全てそうですね。もっと言

うと、例にこれ適当かどうか知らんけど、物すごい厳しくなった花粉がよく飛ぶとかね、こ

れ、種子いっぱい飛ばさなならん。それ以外の動物でもそうなんですよ。いっぱいえさを与

えて、そしてシカみたいに増えるのもあるけど、ぐっとえさを抑えると、子孫を残さんなん

もので、一生懸命子どもを産むんですよ。そういうこともあるし、全般言われることは、文

化が物すごく進展したときに人口減少が起きると、そういうサイクルに基本的には私は入っ

ていると思うんですよね。 

  もう１点は、別に政府を批判するとかやなしにね、やっぱり私は雇用ですね、一般的な働

くという。 

  非正規がですね、１５歳から４５歳ぐらいか知らんけど、自分の意志じゃなしに非正規に

なって貧困に巻き込まれるというんか、そういうことは、私、法律だと思うとるんですね。

そういう意味でいうと、非常に今の若い人は不幸やなというふうに思いますね。やっぱり正

規をもっと、日本はですよ、雇用関係は分けおうてでも、みんなきばって仕事をするという

ような社会にしていかんとね、今よりももっと１０年先、２０年先、深刻な社会現象が出て

くると思うんですね。 

  私は、文化がそういうサイクルに入っているということと、それと日本の場合は雇用、労
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働法制がやっぱり日本の雇用関係に合ってないと。そういうことは、ノーベル経済学賞を受

けたシラーっていう博士が来て言うてるわけですよ。ちゃんと日本の雇用関係というのを、

そういうのを尊重した経済の復活を目指さなければ、日本は真の経済復興があり得ないとい

うようなことも言うてくれてるし、私も全くそうだと思う。 

  若い人が非常に非正規に追い込まれている、この現状が少子化を後押ししているというふ

うに、私は思っています。こういうことを何とか解決したいと、そんな思いでおります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） なかなかすごい町長の答弁を聞かせてもらって感銘を受けました。 

  今の自然環境がやっぱり厳しくなれば、やはりそれぞれ人口も増えたり、また自然界の様

子も変わるというふうなことを聞いて、なるほどなと思ったわけです。 

  雇用関係におきましても、ちょっと私は今日は触れないんですが、今も感銘しました。み

んなでやっぱり分け合うという、そういうことが私もお互い大事だなという思いでおります。

次回に、その点についてはご質問したいと思います。 

  次に２番目に移りまして、人口減少について関連質問をいたします。 

  人口減少により、町内でもさまざまな影響が出てきております。あちらこちらに耕作放棄

の田、畑が増えてきたり、先代が一生懸命汗水たらして植えた植林も、手入れができず伸び

放題になっている。一番悲しいのは、家屋も崩れ落ちかけた家屋がある。二、三十年前には

大勢の家族の明るい声が聞こえていたのに、今は誰一人としていない廃家となっている。 

  廃家を見ると、この家の人々は今どうしているだろうか、何とも言えぬ気持ちになってし

まいます。老夫婦がこつこつ農業を営んでいました。いずれ一人になり、そのうち空き家へ

となっていく。橋爪区内にも空き家を数えれば二十四、五戸あります。 

  町内で空き家が何戸あるか、その対策はどうなっているのか。また、ひとり暮らしで生活

されている高齢者及び高齢者夫婦の世帯は何世帯あるのか。 

  以上、お尋ねいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 町内の空き家数につきましては、正確な数字は確認、まず、すみませ

ん、できておりません。 

  平成２５年の住宅統計によりますと、京都府の空き家率ですが、１３．３％と推定されて

おります。 

  なお、空き家の増加による諸課題、あるいは利活用を検討していく必要から、平成２８年
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度予算において空き家の実態把握調査を行う予算を計上したところです。 

  また、災害時の避難行動要支援者の対象者として把握しているところでは、平成２８年２

月現在で、ひとり暮らし高齢者世帯は９１０世帯、高齢者世帯は２，０３８世帯となってお

ります。 

  ちょっと的確な答弁がなりませんでしたけど、こういうことです。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） 朽ちた空き家は、本当に景観も悪いし、獣害の住み家になったり、ま

た、不用心でもあり、近所に大変迷惑をかけることになりますので、空き家対策として持ち

主と相談をしていただいたりして、移住者に空き家の紹介をしたり貸与するなどの方策をと

ってはどうかと思いますが、その点どうでしょうか。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 一つのパッケージとして、空き家対策を職員には指示しているんです。

ところが、今までは一部一部空き家対策をとってたんですが、金融も全部含めて、もしお金

がないんやったらお貸ししますよとか、あるいは台所を直すんやったらそれもお貸しします

よとかいうような、とにかく今までと違って、空き家対策ちょっとパッケージで、今、政策

をほとんど仕上がっているんですが、ちょっと相手があることなんで、金融機関とかも、そ

こが承諾してくれないというか、協力してくれないということで、今、議員の皆さんに発表

できるところまでいってないんですが、空き家対策については地道にきちっと、税金を一部

使わせてもらうという意味で言うとるんですが、きちっと政策提案したいなというふうに思

ってます。 

  いわゆる耕作放棄地あるいは空き家、そういったものについて税金を幾らかでも使って対

策を立てるんで、慎重を期しているということでございます。その都度、質問してもらった

ら、担当者はかなりのところまで空き家対策パッケージを仕上げてくれているというふうに

理解しております。 

  ありがとうございました。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） 空き家対策につきましては、きっちり地道にやっていただくというこ

とを答弁いただきまして、楽しみにしております。 

  次に２番に、限界集落について昨年の３月の議会でも質問いたしました。限界集落は瑞穂

地区で２、和知地区では１１と答弁をいただきました。 

  先般、住民記録、年齢別人口集計を１月３１日の限界集落ということで、支所で書類をお
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願いしましたところ、瑞穂地区には１１も６５歳以上の半数以上がある集落ができました。

和知地区には１１、去年と同じでありますが。極端にその中でも住民の少ない、まさしく限

界集落という集落は、瑞穂地区では、小野が２８人、坂井で３３人、戸津川で２３人、庄ノ

路は３９人、そして和知地区では、塩谷が３８人、上乙見は４２人、下乙見が１７人、それ

から細谷は２９人、上粟野は２２人、大簾が３７人と、このように少ない集落があります。 

  その中でも、歳を見ますと、３０歳から６９歳までが男性、この方々が地域のいろいろの

役をしてくれる人なんですが、男性が３人から１０人の集落、また、女性が２人から１０人

の人員となっている。この人数で、その中で役を受けてもらおうと思うと大変な問題であり

ます。その人数の中でも体の都合で受けられない人もあります。集落によっては毎年何かの

役をせんならん人も出てきているわけです。 

  また、町外に在住の区長さんがありまして、京都市内からわざわざ帰ってくる区長さんが

あると聞いております。本当に役を選ぶのは大変な時期です。今年は特にそうであったと思

います。 

  このように高齢化が進んで人口が少ない集落の合併を提案しましたところ、町長は大賛成

ですと答弁を前回いただきました。集落の統合はその後進んでいるのかをお尋ねいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） まず先に、思い、結論を言いますけどね、そういうふうに大賛成言う

て１０年ぐらいかかるん違いますか。と思いますよ。ちょっとお答えしておきます。 

  各区において後継者不足が大きな課題となってきている現状は、区長会全体研修会での意

見交換の中で毎年出されております。そうした中で、各地域では、この問題を共有し、解決

に向け従来の取り組みを見直しながら、集落の維持に頑張っておられます。 

  集落の統合につきましては、京丹波町区長会理事会を中心に議論を深めていただくことも

必要と思いますが、町としましては、集落の垣根を越えて共通の課題解決に向けて地域活動

を進めておられる住民自治組織への支援や、組織設立に向けた支援などを強化していきたい

と考えております。 

  本当に大きい区でも女性の区長さん出てもらっているし、今、本当に困らはって女性の区

長さんも出てもらっています。京都市内からも区長を引き受けて通ってもらってますし、綾

部市に在住されとっても戻ってきて区長を務めてもらっているとか、そういうことは本当に

多種多様です。そういう意味での住民自治組織という表現をさせてもらったんですが、それ

ぞれ現状を維持すべく頑張っていただいているという認識で、関係の皆さんにお礼申し上げ

たいと、そんな気持ちです。 
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○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） この合併という、区の財産とかそんなのを一緒にするのはぐあい悪い

んですけども、役員だけでもとりあえず二つなり三つなり一緒になって、代表で出てもらっ

たら大分助かるんじゃないかと思うんです。 

  集落の合併に取り組んで、１０年はかかるだろうとおっしゃいましたけども、旧瑞穂町な

り旧和知町が消防団の組織替えをしたときがあるんです。これも大変だったんですけども、

やはり一生懸命努力すれば、これはできるというふうに私は思いますので、１０年と待たず

に、やはり早急に各関係の区へおろしてもらって、取り組んでもらったらいいんじゃないか

というふうに思います。 

  次に３番に移りますが、区長の区からの報酬は集落によって大変差があるように聞いてお

ります。町からの報酬はいろいろと勘案されて平等にされているというふうに思うんですけ

れども、会合のときには、大きい集落も小さい集落も、会場の近い遠いにかかわらず役員は

出席しなければなりません。これは当たり前であります。だけどですね、昼１時からとか、

午前中１０時からといえば、町外に勤務されている方であれば、朝から休んで会合に出ると

言っておられます。 

  区長はもちろんでありますが、各種の役員会もできるだけ少なくしていただきまして、役

員の負担を軽減していただきたいと思います。こういうことが、地域に住みよいまちづくり

になるんじゃないかというふうなことも感じますので、努力してもらいたいなと思うんです。 

  また、このようなことの現状を踏まえ、苦情が町まで届いていませんかと、町長にお尋ね

をいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 結論を申しますと、よく届いております。ちょっと答弁しておきます。 

  平成２４年度の京丹波町区長会理事会の提言を受けまして、いわゆるあて職的な委員選出

を見直し、選出規定等に基づき区長会から就任いただく必要性等を十分考慮しております。 

  委員選出区分で住民代表としたときは、区長会代表ではなく一般公募するなど改善を図る

こととして、平成２５年度から運用しております。 

  区長様におかれては、行政、議会と一体となってまちづくり、地域づくりに奮闘いただい

ております。今後も区長様との連携は重視しながら、見直し等改善を図っていく必要もある

と考えております。 

  これ、本当に難しい問題で、物すごく負担かけて嫌だけど、出てもらうとやっぱり実情を

肌で知ってもらうというか、いうことになると思うんですね。できたら、少ない区も多い区
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も１人というような、ある種不公平なんですけど、これ、昔からそうで、少なかろうが多か

ろうが同じように扱うということが公平だというふうに大方のコンセンサスが得られている

ということで、私も引き続いてそういう方法をとっているんですが、いかに本当の京丹波町

の実情を知ってもらうかという点に力点を置いて、区長さんを非常に頼りにした事実がござ

います。 

  いろいろ、そうは言うても、５年も経てば社会情勢も変わりますんで、しっかり検討して

まいりたいというふうに思います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） まあ、役員というものは大変だと思います。今まで婦人会という組織

があったんですけれども、婦人会の女性、何でもかんでも引っ張り出された時期があったの

で、そのときに役を引き受ける人が難しく、役が来る前に退会されたと。そして婦人会がな

くなった集落がたくさんございます。そんなことにならないようにご努力願いたいというふ

うに希望しておきます。 

  最後に、教育関係について教育長にお尋ねします。 

  一つ目は、ゆとりのある教育ということで、平成１４年４月より学校週５日制となりまし

て、土曜日が休日になっております。 

  当初新しい学力観に基づいて設けられたもので、自ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、

問題を解決する力を身につけさせること。また、情報の集め方、調べ方、まとめ方、報告の

発表や討論の仕方などの学び方を身につけることという目的があったと聞いております。 

  我が子や孫を見ていましても、休日を有効に使っているとは見受けられないんですが、こ

れは我が子だけかもしれませんが、５日制の成果はどのようであったか、お尋ねいたします。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 今ご質問の学校週５日制は、ご指摘にありましたように、今、子ど

もたちの生活にゆとりを確保する中で、学校・家庭・地域社会が相互に連携しつつ、子ども

たちが社会体験、自然体験などさまざまな体験を経験して、自ら学び考え、あるいは豊かな

人間性などの生きる力を育むということで、平成１４年から実施をされております。 

  この間、京丹波町におきましては、スポーツ少年団、さまざまな体験活動、地域との交流

などにより、そういう点では以前よりも自ら考え、学び、そして豊かな人間性を育むという

点では一定の成果もあったのではないかと思っています。 

  さらには、家庭学習、家族と過ごす時間の確保などについても、その点では成果はあった
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のではないかと、ただ、ご指摘のような問題もさまざまに今指摘もされておるのも、また現

状であります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） 京都府では、５日制をやっていないという学校というのもあるのでし

ょうか。私学では６日間学校へ登校しているところもありますし、京丹波町でも、ひかり小

学校でも月１回は土曜日に何か出ているようないうふうに聞いているんですけど、そんなこ

ともあるんでしょうか、お伺いします。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 私学については、今ご指摘のようなことであります。公立学校にお

いては、さまざまな多面では課題もあるということで、いわば、研究指定校のような扱いで、

特例的に土曜日に授業を一部行っている学校もあります。 

  さらに、直接的に授業ということではありませんが、ひかり小学校の例が出ましたが、土

曜活用ということで、多くの小中学校、高等学校でも、子どもたちが学校に行ってですね、

さまざまな学びの機会を提供するというので、そういう方向でも動いております。 

  以上であります。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） ちょっと２番目に移りまして、私は、昭和３０年代は高校への進学率

は５０％ぐらいでして、あとは、金の卵と言われる年代でございまして、就職された方もご

ざいました。 

  高校は地域制で普通科と家庭科、農業科、畜産科は須知高校へ行き、商業科は園部高校に、

機械科は綾部高校に、土木科は亀岡高校に、林業科は北桑田高校へと進学したものです。 

  今は、町内の中学校を卒業する生徒が少ない上に地域制もなくなりまして、ここ数年は須

知高校以外でも普通科の高校へ進学する人もあるためか、須知高校の入学者の定員割れが続

いているが、その理由と対応についてお伺いします。 

  よろしくお願いします。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） この間、須知高校への進学、町内の中学生の進学率が下がっている

ことの理由についてのお尋ねでありますが、一つは制度的な面から言いますと、京都府教育

委員会においては、中学３年生のより主体的な高校選択を可能とする高校教育制度の改革、

あるいは選抜制度の改善がこの間続けられてきました。 
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  そうした制度的な面からも、本町中学３年生の高校選択の幅が非常に広がったと、そうい

う要因ではないかと一つは考えています。 

  また、須知高校への進学者が実数においても減少しているのも事実であります。これは、

京丹波町内の中３生の数そのものがこの間減少していることも、率としては変わっていない

けども、総数が、全体の母数が減少しているために実数としても減少しているのではないか

と考えています。 

  須知高校では、中学３年生とその保護者のニーズに応えて、従前なかった難関大学等への

進学を可能とするスーパーアドバンスコースを設置をしたり、あるいは、きめ細かな学校体

験セミナーを、特にこの地元の３中学校の生徒にきめ細かく実施するなどをして、特色ある

学校づくりに高校としても努めていただいていると、そんなふうに思っています。 

  教育委員会としてもですね、須知高校は、小・中・高と一連した教育として捉えて、また

須知高校はこの町にとってなくてはならない存在、そういう観点からも須知高校への支援を

続けていきたいと、そのように考えています。 

  以上であります。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） この町にとって、本当、須知高校は大切な学校だというふうに私も認

識しております。 

  この間、３月２日の京都新聞に京丹波町における須知高校のあり方懇話会が、地域の将来

性を担う人材育成に向け、町に学習支援や食の関連専門学習の充実を要望したと出ておりま

した。 

  懇話会のメンバーが新聞でわからなかったんですが、懇話会に中学生を交え、学生の思い

も聞きながら共有されたのか、疑問を持っておりました。 

  町長に意見書を手渡されたと出ておりましたが、須知高校は京都府立高校でありますので、

意見書は町長と一緒に京都府へ陳情していくべきではないかと思ったのですが、その辺はど

うだったんでしょうか。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 京丹波町における須知高校のあり方懇話会でありますが、メンバー

は７名の方に町長のほうから依頼をされて会議を持っていただきました。 

  地元の中学校の教育関係者が２名、それから、須知高校のＰＴＡの関係者が１名、それか

ら中学生という声もあったんですが、比較的、最近須知高校を卒業された、普通科と食品科

学科を卒業し地元に残って頑張っている卒業生２名、そして須知高校の関係者１名、そして
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町内の学識関係者１名の７名で構成をいたしました。 

  それから、これは町長が委嘱をして、町のあり方、あるいは支援のあり方を検討するため

のものでありましたので、そういうことで町長への意見提言と。もちろん町長、私もですが、

ここでいただいた提言を府及び府の教育委員会に、町として、あるいは教育委員会として、

須知高校の安定的な存続のために、そういう視点から要望意見を上げていくと、そのように

考えております。 

  以上であります。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） 十分なことがわからないので質問して申しわけなかったんですけども、

今後、やっぱり須知高校をすばらしい学校に存続していくことが大事だと思います。 

  一般的に子どもたちは見ていますとですね、よくできる子は街へどんどん出ていくような

感じがします。本当にこれが何かその辺に大きな原因があるんじゃないかというふうに、私

は心配しているんですけども、そのことのないように。地域制は戻らないかもしれませんの

で、できるだけ学校のことを説明してもらって、小学校、中学校、高校と一貫した教育がで

きるようにしてもらったら、私もうれしく思います。 

  最後です。３番です。来年度の各小学校の児童数を見ておりますと、今年度は５校で６０

０人の児童数、来年度は５８０人の児童数となっております。少し減っております。竹野小

学校では、来年度は２８人であり、今年は２７人になっていますけど、複式学級を持たなけ

ればならない状況です。少数学級のいい面もあると思いますが、反対にやろうと思ってもで

きない体育の教科などもあります。多くの児童と学び、遊ぶことも人格形成に得るものがあ

ると思います。町立小学校としてできるだけ同じ条件のもとで学ばせてやってほしいと思っ

ている父兄もあると思います。 

  そろそろ小学校の統合を考えてもいいのではないかと思いますが、一昨日の岩田議員の質

問には、統合は考えてはいませんと答弁がございました。旧瑞穂町議会においても、同じよ

うな質問に「私の目の黒いうちは統合しません。」と断言されたことがありました。小学校

の統合によって学校がなくなりますと地域の拠点がなくなると、年配者の方は声を大きくさ

れます。 

  保護者の意見が反映されないこともありますので、学校は児童を第一に考えて対応してい

ただきたいと思うのですが、どのようにお考えでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 一昨日、岩田議員さんにお答えしましたのは、少子化問題と学校教
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育のあり方についてはですね、これは当然検討すべき、そういう問題であるというふうにま

ず認識していますので、議論しないということではありません。 

  そして具体的に下山、竹野小というそういうことでありましたが、この二つの学校の統合

を考えてはいかがかということでしたが、私は、現時点においては直ちに統合の議論をする

という時期にはないというふうに、正確にいうとお答えをさせていただきました。 

  なぜ、そのように答えさせていただいたかというと、岩田議員さんの質問の中で、現在、

これまで国が少子化に伴う小規模校の今後のあり方について、従前は、いわば一定の規模を

確保のためには統廃合が前提だということを、それだけを選択肢に議論が進んでまいりまし

たが、ここに来て地方創生の視点から、本当にそれでよいのかという反省のもとにですね、

小規模校を残して、そのよさをさらに輝かせ、デメリットを克服し、その背景に私は、そう

いう教育的なブランドを確立することによって、あの学校だったら行きたいということで、

いわば児童数を増やしていくと、地方創生の視点からも。私はそういうことだろうと。 

  だから、さらにそれに加えて、国は現在休校している学校を復活させることも、休校して

いるということは子どもがほとんどいないところ、休校させるということは子どもを増やす

んだと、そういう地方創生の視点から、それも選択肢だというふうに言っているわけであり

ます。 

  そういうことでありますので、この竹野小学校については、ここ五、六年は幸い現状の児

童数が見込まれますので、この間にこの地域で本当にこの小規模校の問題を地域とともに一

緒に考えて、どうすべきなのか。そういうことで、指定校として、地域とともに教育委員会

も一緒になって考えていきたいということでありますので、選択肢は当然、申しましたが三

つあるというふうに私は考えておりますが、できるならば地域と学校の努力によって小規模

校のよさを生かしていく。地域を活性化するという視点で取り組めれば一番よいのではない

かと。まずその視点から、地域とともに学校も一緒になってまずやってみたいということで

あります。 

  以上であります。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） 今、政府の見方も変わってきたようでございますし、私どもは、小規

模校の子どもさんは本当にいい面もあるけども、仲間づくりとかそういう面でも悲しい、寂

しいんじゃないだろうかというような思いでおりました。 

  邑南町の話も先ほどしましたが、邑南町の町長は、そういうふうに、今、教育長がおっし

ゃったように、小さい小学校は残しておきたいと。ちょっと私は不利だから言わなかったん
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ですけど、そういうことも述べておられました。 

  これから先、子どもたちがすくすくと育つように、竹野小学校も下山小学校へも、また児

童が増えることを期待しておきます。 

  最後に、バス通学費の件でございます。これも岩田議員に答弁ございましたが、あえても

う一度お願いするわけでございます。 

  少子化で児童が減りまして、京丹波町創生戦略の目標、地域総がかりで育む子育てからひ

とづくりというふうにうたってありますが、義務教育の期間、教科書等は無料配布していた

だき、また、１８歳までの医療費につきましても負担削減していただいてます。 

  そしてバス通学、合併しますとやはり広い範囲から通学します関係で、バスで生徒が通学

しています。そのバス停まで親が送っていったり迎えにいっているところもございます。 

  その点で、どうしてもバスの無料化ということに踏み切るべきではないかと思うんです。

隣の南丹市におかれましては、合併されてバスの通学費も無料ということを聞いてみたと思

いますが、その辺はどうでしょうか。 

  先ほど答弁があったんですけども、あえてもう一度お願いいたします。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 一昨日にお答えしたとおりなんですが、現時点においては、小学生

には５００円、中学生には１，０００円の負担をお願いをしておりますが、今、南丹市の例

も出されまして、その一昨日の答弁の中に、近隣の市町の状況もよく見ながら研究したいと

いうのは、今ご指摘いただいたようなことも含めて研究するということであります。そうい

うことでご理解をいただきたいと思います。 

  以上であります。 

○議長（野口久之君） 山下君。 

○７番（山下靖夫君） 今の答弁で、研究してもらいたいと、そして、その成果を出していた

だきたいと希望いたしまして、私の一般質問を終わります。 

○議長（野口久之君） これで、山下靖夫君の一般質問を終わります。 

  暫時休憩をいたします。１０時５５分まで。 

休憩 午前１０時４３分 

再開 午前１０時５５分 

○議長（野口久之君） それでは、休憩前に引き続き会議を続けます。 

  次に東まさ子君の発言を許可します。 

  東君。 
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○２番（東まさ子君） ２番、東まさ子です。 

  それでは、平成２８年第１回京丹波町議会における、私の一般質問を行います。 

  まず１点目、施政方針の中で地域公共交通についてということでお伺いいたします。 

  第１に、施政方針の中で、町営バス、ＪＲバス、鉄道などを地域公共交通として一体的に

捉え、日常生活や観光に対応する交通体系を検討するため基礎調査を行うとありますが、そ

の具体的な内容についてお伺いをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 基礎調査ですけれど、公共交通の利便性を高め、バス利用の増加や駅

利用の増加を図るために実施するもので、鉄道、バスの運行やアクセスの状況をはじめ、人

口や公共施設の分布状況など社会環境の動向などの現状把握、公共交通等に係るニーズ調査

を行います。 

  なお、町営バスのニーズ調査にあたっては、バス交通による通学、通院、買い物への利用、

周遊観光の手段などの観点で実施する予定としております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） この町営バスについては、何年か前に地域包括ケアの関係で、７５歳

以上の方を対象にしたそういう調査をされたことがありますが、今回は幅広くということで

ありますが、どういう方を対象に、いつどういう形で調査をされるのか、また、具体的に言

えば、どういう利便性というてもいろいろありますので、どういうものを想像すればよいの

か、どういうものをつくり上げようとされているのか、お伺いいたします。 

○議長（野口久之君） 久木企画政策課長。 

○企画政策課長（久木寿一君） 調査の方法につきましては、現在当初予算のほうに予算計上

させていただいておりまして、議決をいただいて、年度入りますと業務委託をする中で、詳

細詰めていって実施をさせていただきたいということで、現時点では、申し上げられないこ

とをご理解いただきたいと思います。 

  対象ですとかにつきましても、どういう観点で調査するのがよいかということを、しっか

り検討する中で実施をさせていただきたいと思ってます。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 今回、予算化されているということでありましたけれども、その予算

の中身は、業務を委託するということですが、どういう部分を委託しようとされてるんです

か。 
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○議長（野口久之君） 久木企画政策課長。 

○企画政策課長（久木寿一君） 先ほどの町長の答弁にもございましたように、現状の公共交

通の状況把握ですとか、人口・公共施設の分布状況、そういったことを調査いたしますのと、

アンケート等によって、ニーズ調査をさせていただこうと思っております。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 町営バスでいえば、高齢者でありますとか子どもとか、交通弱者が利

用することになります。いろいろとニーズ調査をされるということでありますが、高齢にな

っても健康でいるためには、外出の機会をつくっていくことなど大切でありますが、高齢に

なって本当に免許証が返還できるような、そういう公共交通のそういう体制をつくるという

ことが大切だと思っておりますけれども、その点についてはどうでしょうか。 

○議長（野口久之君） 久木企画政策課長。 

○企画政策課長（久木寿一君） 公共交通でございますので、本町におきましては、特に児童

生徒の通学を中心にやっておりますが、公共交通でございますので、それぞれの年齢層です

とか、利用の目的といいますか、それもそれぞれできるだけ対応できるような形で、交通の

確保をしていかんなんというふうには思っております。 

  そういった中で、高齢者の方の運賃軽減とかいうこともありましたけども、全体の運行の

財源といいますか、財政力も含めて検討するべきこともありますので、全体的に検討するべ

きことであるというふうに思っております。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 観光も含めてということでありますが、本来であれば住民が本当に利

用しやすい、そういうものをつくり上げていくための基礎調査ということで、要望しておき

たいと思います。 

  ２点目に、鉄道についても、基礎調査がされるということでありますけれども、２月１３

日の新聞報道では、ＪＲ山陰線の和知駅を活気ある地域拠点にしようということで、改修を

含む駅再生に向けて和知支所や府の交通政策課が住民アンケートを実施し、結果がまとまっ

たと新聞報道がありましたけれども、その結果に基づく具体的施策については、駅改修とい

うのはありましたけれども、どういう中身になっているのか、お伺いをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 具体的施策につきましては、売店、あるいは喫茶スペースを駅周辺住

民や駅利用者の集いの場、あるいは活性化の拠点として利用できるように模様がえ等、機能

向上を図っていきたいと考えております。 
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  また、駅の整備と合わせ、森の京都や京都丹波高原国定公園などの機会を生かすために鉄

道を利用した町への訪問者、あるいは観光客の増加を図るための観光案内の充実も図りたい

と考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 駅は模様がえということでありますか、改修ではなくて。いろいろと

駅については、ＪＲの関係もありますし、府のほうも地域再生ということでのことだと思う

んで、財源的にはどういうふうになっているのか、お伺いいたします。 

○議長（野口久之君） 榎川和知支所長。 

○和知支所長（榎川 諭君） ただいまの財源の関係でございますけども、これにつきまして

は、国の交付金、いわゆる地方創生加速化交付金を充てる計画といたしております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 予算に載ってるんかもわかりませんけれども、金額的にはどのぐらい

になるのか、お聞きしておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 榎川和知支所長。 

○和知支所長（榎川 諭君） 予算的には、内容といたしまして駅の改修、リフォームですけ

ども、これが約６８０万円程度でございまして、また駅のサインとか観光の案内板的なこと

につきましては１９０万円程度、また先ほど説明がありました森の京都とか京都丹波高原国

定公園などの看板的なことにつきましては、１００万円程度を見込んでおるところでござい

ます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） タクシー乗り場を除くというような声もありましたが、それはどうな

のか、お聞きしておきます。 

  それと続けて、鉄道の在来線と北陸新幹線の延伸について、お伺いいたします。 

  北陸新幹線東京―金沢間が、平成２７年３月１４日に開業いたしました。政府は、金沢―

敦賀間については、３年前倒しをして平成３４年度に開業する方針としています。そして、

敦賀から西、以西については国の整備計画には主な経過地として小浜付近が定められている

だけであります。 

  ２月１１日には、亀岡市、南丹市、京丹波町でつくる北陸新幹線口丹波建設促進協議会、
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北陸新幹線小浜ルート建設促進総決起大会が開かれました。敦賀以西について、福井県小浜

市と大阪を結ぶ小浜ルートで建設し、丹波地域に新京都駅を設置するよう求める決議が採択

されましたけれども、まず、最初に町長の見解をお聞きいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 見解いうのは、鉄道の在来線と新幹線延伸の見解ですか。在来線は、

私らは求めてるのは園部―綾部間、複線化いうのを求めてます。これは、まさに生活の足と

いうふうに思ってます。新幹線は、便利になるなと、通ったら、遠くへ行くときに利用する

もんだなという認識でおります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 今回の総決起大会は、北陸新幹線のことについての大会、促進総決起

大会いうことでありましたので、主に北陸新幹線について、お聞きをしたいと思います。 

  町民にとって、利便性についてはどうなのか、メリットとかデメリットについて、お伺い

したいと思うんです。 

  それと、北陸新幹線をするについては、在来線、言えば園部から北のほうへ向いて福知山、

舞鶴のほうへ向いていく在来線を、ＪＲの営業から切り離して第三セクターにするとか、そ

ういうＪＲの方針が示されているということでありますけれども、この小浜ルートは、そう

いうことにはならないのか、また自治体の負担というのはどうなるのか、その点については、

どうでしょうか。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 総決起大会したとかいう事実をずっと説明したらいいんですか。 

  まず、北陸新幹線の敦賀以西ルートについては、五つのルート案が上がっておりますが、

そのうち京丹波町は、小浜ルートの建設促進について、亀岡市、南丹市、京丹波町の関係団

体で組織する北陸新幹線口丹波建設促進協議会として、昭和４８年から４２年間活動を進め

てきたところであります。 

  去る２月１１日には、約１，０００人の参加を得て、小浜ルート建設促進総決起大会を開

催したところです。 

  本町からも大会趣旨をご理解いただき、議会や団体などから１３０人の参加をいただきま

した。この場をおかりして、厚くお礼申し上げます。 

  大会後は、亀岡市の桂川市長、そして西口議長、そして田中府議会議員さんなどとともに、

京都府知事と面会し、決議書を提出したところであります。今後も促進協議会を中心に、小
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浜ルートでの整備促進を強く求めていく考えであります。 

  また、山陰本線につきましては、北陸新幹線に影響されることのないよう、京都丹波基幹

交通整備協議会の山陰本線京都中部複線化協議会と連携し、園部―綾部間の早期複線化に向

けて要望していく考えであります。 

  今ちょっとおっしゃった平行在来線ですね、山陰本線になりますが、これが負担が今後出

てくるかどうかということについては、まだはっきり、どなたも答えられないと思います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） ちょっと私の頭の整理がおかしいかもわかりませんが、北陸新幹線の

整備に対する事業費というのは、大体出ているんではないかなと、出ているのかどうかちょ

っとわかりませんが、我々の京丹波町が負担しなくてはならない南丹市も含めて亀岡も含め

て、自治体の負担というのは、事業費の中のどのぐらいを負担しなくてはいけないのか、ま

た亀岡の近くに新駅をつくるということであろうと思いますけれども、本町にとったら、ど

ういうメリットがあるのか、あわせてお聞きしておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 答弁漏れがあったら、担当課長から答弁してもらったらええんですが、

桂川市長が誕生して、すぐ佐々木市長と私と三者で懇談しました。あるいは協議しました。

この北陸新幹線のことも協議しました。昭和４８年の閣議決定以降、４０年間にわたって、

このルートについて要望活動をしてきたんで、これをしっかり守ろうという、まず一つ。 

  それと、今ご心配いただいてるような工事費とかそういう財源ですけれど、それは国で賄

うべきだと、地元負担はしないということを三者で話し合いまして、京都府知事の要望にも

そういうことを書いてると思います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 地元負担なしということにはならないんではないかなというふうに思

いますが、やはり、そういうところもきちんとしといてもらって、住民には説明ができる、

そういう中身やなくては、前のめりなのではないかなというふうに思えるんですが、その点

については、どうでしょうか。 

  ＪＲ園部以北の複線化というのは、私も、そういうことこそ早くしてほしいなというふう

に思っております。その点について、しっかりそういう財源のことも、しっかり住民に説明

ができるようにして促進をするべきではないかなと思うんですが、僭越なことを言っている
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かもわかりませんけれども、どうでしょうか。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 地元負担はしないといって、三人では決めてますんで、もちろん事業

会社とか国がどういうふうに今後されるかは、まだわかりませんので、おっしゃったとおり、

私も、園部―綾部間の複線化をあわせて求めてるちゅうんか、もう一つは北陸新幹線も求め

てるということです。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 次に、町営バスにおける巡回バス・デマンドバスの導入についてとい

うことで、より町民の足の利便性を確保しようと思えば、もっとコンパクトなバスを導入し

て、小回りのきくそういう路線をつくるとか、また料金も本当に安く、２００円ぐらいにす

るとか、いろいろな自治体では、交通弱者、本当に高齢者の方には福祉バスを走らせて、役

場とかいろんなとこへ巡回するそういうバスも検討というか、実施されているところもあり

ますけれども、こういうバスの新しい導入については、形態については考えておられないの

か、お聞きしておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） スクールバス機能を含む現状の町営バス路線を基本とした地域公共交

通として、利便性を維持・向上していく考えであります。そうしたことから、デマンドとか

いうことは考えておりません。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） ２点目、地域経済についてということで、活力のあるまちづくりの中

で、本町の地域資源など、特徴を生かした産業振興や生活環境の向上、地域の活性化に向け

た社会資本整備により、活力がみなぎるまちを目指すとされております。 

  本町の基幹産業は農業でありますが、昨年１０月、大筋合意に至ったＴＰＰ協定では、国

会決議では、聖域とした米、麦、牛肉、豚肉、乳製品、砂糖など重要５項目も３割の品目で

撤廃がされている状況であります。さらに発効７年後には関税撤廃の方向が再協議されると

いうことで、最終的には関税撤廃となります。 

  日本の農林水産業への影響は、はかり知れないものがあります。そういう中で、政府が公

表いたしましたＴＰＰの経済効果は、ＧＤＰが１３．６兆円増える、農林水産業の生産減少

額は１，３００億円から２，１００億円としましたけれども、東京大学の鈴木宣弘氏は、農
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林水産物で１兆円、食品加工で１．５兆円の生産額の減少が生じる一方、ＧＤＰは０．５兆

円しか増えない可能性があると言っています。 

  国は、このように都合のよい試算をしておりますけれども、ＴＰＰが発行された場合の、

本町への影響について、町長はどのように認識されているのか、お伺いをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） ＴＰＰが発効された場合に、関税の撤廃、あるいは削減による農林水

産物、食品等の輸入拡大の影響により、農林水産物価格の下落が懸念されるというふうに思

っております。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 国においても、いろいろな都合のよい試算といいましたけれども、影

響額を数字で出しております。 

  京都府も、この影響額について、予算を組んで算出しようということでなっておりますけ

れども、本町でも、やはりきちんと影響額をあらわして、調べてきちんとどういう影響があ

るのか、把握をしておく、認識するべきではありませんか。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 認識するべきだと思います。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） そしたら、試算をしていただきますように、要望しておきます。 

  米１袋が３０キロが３，０００円になるというふうなことも言われております。これでは

経営が本当に成り立たないということで、米農家も困りますし、また京都府下で最大の酪農

団地、また養豚農家も経営がされているところでありますので、しっかりと試算をしていた

だきたいというふうに要望しておきます。 

  次にというよりも、地域の活性の鍵を握るのは、中小企業であります。小規模企業や農家、

協同組合などでありますが、２月１７日に、商工会との懇談会でいろいろとお話を聞く中で、

物品調達の入札などに対するご意見などもお聞きをいたしました。 

  １２月議会でも言いましたけれども、地域内経済循環を広げて、地域内でいろいろとお金

が回る、そういう仕組みをつくるために、中小企業振興条例を制定してはどうかというふう

なことを提案させてもらって、それはよいことだというふうな答弁だったと思いますけれど

も、こういう条例をつくるべきではないかと思いますけれども、もう一度お聞きをしておき

たいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 
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○町長（寺尾豊爾君） よいことですけれど、職員というんか担当課としてそれを求めており

ませんので、そのようにご理解いただいたらうれしいです。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 職員が求められているかどうかということよりも、町長が必要に感じ

られたら、やっぱりしていってもらういうことが大切なんではないかなというふうに思いま

すので、言っておきます。 

  次に、第三セクターについてであります。 

  丹波地域開発株式会社に公的支援を行って１年が経過をいたします。経営状況、経営改革

についてどのように町として把握をされているのか、テナント料でありましたり、借地料未

収入金、固定負債等、お聞きいたします。 

  また、町民への波及効果はどうであるのか、お聞きをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 会社から受けている報告ですが、現時点では、まだ今期の決算見通し

が出ておらず、詳細は報告できません。 

  そうした中でも、全テナントの賃料改定が整い、一定の賃料値下げにより、テナントの経

営環境も改善されつつあり、こうした賃料改定とあわせて借地料見直しの交渉や、未収金対

策も進めていると聞いております。 

  また、固定負債については、金融機関からの借り入れ及び建設協力金の返還金についても、

計画どおり返済しており、平成２８年３月末の償還残高の見込みとしては、金融機関からの

借入残高が９，５００万円、建設協力金の残高が６，７００万円、合計で１億６，２００万

円になる見込みです。 

  地域への波及効果については、会社としては、今後さらに地元集客に軸足を置き、地域の

多くの皆さんから親しまれ愛される施設運営を目指しており、昨年設置した丹波マーケス運

営協議会において、得られた意見やアイデアを精査し、短期的、あるいは中長期的に取り組

む施策へと整理し、進めておられるということです。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 決算を待ってということでありますが、賃料の変更はされたというこ

とで、それに伴って借地料もということでありますが、経営的には、うまいこと賃料を下げ

ても順調に推移しているのか、お聞きをしておきたいと思いますし、また、町民への波及効

果については、短期、長期ということでありましたけれども、この間、具体的に言えばどう
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いうふうなことが行われてきたのか。お聞きをしておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 畠中副町長。 

○副町長（畠中源一君） 「丹波マーケス」の経営を預かっておる立場から、ご答弁をさせて

いただきたいんですが、今も町長の答弁にもございましたように、賃料の改定も一定の結論

を見ましたし、また借地料の改定につきましても、精力的に進めているというところでござ

います。 

  全体として、確かに売り上げそのものは下がっておるわけでございますが、想定した売り

上げの下げよりも少ない幅になっておるということで、まずは一安心をいたしております。 

  そして、いい効果が、私は出ておると思っております。テナント料の引き下げで、今も町

長のほうからありましたけれども、テナント料の未収金対策につきましても、一つの方向性

も見い出されてきつつありますし、テナントさんそのものも、非常に従来にも増してやる気

を出していただいて、３月にも第３回目の１００円商店街といった新しい企画も続けて行っ

ていこうというふうなことを。テナント会そのものが、非常に結束力が今、高まっておりま

して、前を向いて進もうじゃないかということで、私は、経営環境としてはいい方向が出て

きたなと、喜ばしく思っております。 

  今のところ、資金につきましても、うまく回っているんじゃないかと思って、そういう評

価をいたしております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） テナントと借地料ということでありますが、借地料については、一般

的には、借地料の計算というのは、固定資産税をもとにするとか、私は素人でわかりません

けれども、一般的にはどういうふうにして借地料とか賃料は計算されているものなのでしょ

うか、お聞きをしておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 畠中副町長。 

○副町長（畠中源一君） いろいろ算定基礎はあると思いますが、各テナントさんの経営状況

とも勘案して、分析をした上で決定いたしたところでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 私、お聞きしましたのは、駐車場の借地料ですが、それはどういう計

算の方法でされるのでしょうか。 

○議長（野口久之君） 畠中副町長。 
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○副町長（畠中源一君） 町有地については、いろいろと町とも協議の上、決定いたしており

ます。 

  また、民間との借地契約につきましては、それぞれの状況に応じて協議して決定いたして

おります。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 町は、いろいろと公金を投入した上からも、やはりしっかりと経営状

況というか、そういうのを把握して、住民が納得できるようなそういうことが行われている

かということでしていかんなんと思うんですけれども、一般的な民間同士の借地料の計算、

民間同士というか、民間の借地料、駐車場ですね、そういう計算に基づいて、誰もが納得で

きるような、そういう計算方法にしなくてはいけないのではないかなというふうに思います

けれども、町としてはどうですか。 

○議長（野口久之君） 山森商工観光課長。 

○商工観光課長（山森英二君） 町が、このほど土地を買い戻しさせていただきました２億８，

１７１万円という土地の買い戻しであります。それを、逆に買い戻しましたので、今度、会

社から使用料をいただくということで、その根拠といたしましては、まずは町が買い戻しま

した額、それから、それによりますその額も、もともとは鑑定士によりまして金額を設定し

ておりますけれども、さらに、それをどれぐらいの率で使用料を決めるかということにつき

ましては、鑑定士の補充書というものをいただきまして、その中で妥当なパーセンテージを

提示いただいて、それを掛けさせていただいて、金額を定めたということでございます。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 町の町有地の件はそういう計算の仕方ということでありますが、ある

いは、会社が払っておられる、民間に払っておられる駐車場の計算もそういうふうな町と同

じようなそういう計算方法でもってされるのかいうことについては、どうでしょうか。 

○議長（野口久之君） 山森商工観光課長。 

○商工観光課長（山森英二君） 民間の方につきましては、「丹波マーケス」が発足した当時

からの契約ということでございまして、その当時のいろいろな状況を加味して、それぞれ双

方で決められたということでありますので、そこのところは一定行政とのやりとりの一つの

決め事がすっきりあてはまるかどうかというのは、また別の観点の意味合いがあるのかなと

いうふうに思っております。 

  端的に申しますと、そのときの事情で、双方が合意をしての額で定めておりますので、そ

ういう意味でのご理解を賜りたいと思います。 
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○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） いろいろそういう土地が高いとか、そういう理由によって６億７００

万円の公金の投入もされたのでありますので、その後は、やはりきちんと一般的なそういう

計算でもって、町はですよ、そういうふうにしてもらうように、指導していただきたいなと

いうふうに思いますので、要望しておきたいと思います。 

  次に、第三セクター等の経営健全化等に関する指針が示す当該第三セクターが能率的な経

営を行っても、なおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難と認められ

る経費については、地方公共団体が公的支援を行うこともやむを得ないと考えられるという

公的支援の基本的な考え方を示していますが、公共性・公益性が高い事業を行っていたとし

ても、財政支援の前に、経営の効率化・合理化の余地について検討し、速やかに取り組むべ

きであるとしております。 

  第三セクター等の経営健全化の推進について、本町の方針、必要になったらつくるという

ことでありましたけれども、これをきっちり整備することについて、伺いたいと思います。

整備しておくことについて、考えをお聞きいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 町内の第三セクターの取り扱いについて、総務省の第三セクター等の

経営健全化等に関する指針に基づき、進めてまいりたいと考えておりますので、本町独自の

方針を整備することは、考えておりません。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 例えば、今回の駐車場の件でありましても、やはり誰もが納得できる

ような、そういう計算方法でもって、住民に公表していくいうことが大切でありますので、

この方針にのっとって、いろいろなことを会社に関与していっていただくとしたら、やはり、

きっちりとやっていただけることだというふうに思いますので、指摘をさせていただきます。 

  次に、教育問題について、須知高校生の通学費についてお聞きします。 

  １点目、町営バスの利用促進と通学費にかかる保護者負担軽減を図るために、助成金を本

町が交付しておりますけれども、町民税や市民税を滞納していないことが助成要件となって

おります。制度の趣旨から見ても、この要件は見直しを行い、削除すべきと考えますけれど

も、見解をお聞きします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 税負担の公平性の観点から、町民税等を滞納されている場合は、助成



 

 

－２２５－ 

の対象とすることとは考えておりません。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 税負担の公平性ということで、そういうふうに言ってしまえば、それ

だけのことでありますけれども、自治体でありますので、やはり、税負担の税を滞納されて

いる状況でありますとか、そういうものをきっちり把握をして、そしてみんなが平等にこう

いう制度を利用できるように、自治体としたら、そういうふうにするべきだと思いますけれ

ども、町長の考え、もう一回お聞きしておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） お言葉を返すようで申しわけないですが、私のポケットマネーならさ

ておき、税負担の公平性の観点から、滞納されているようなときには対象としないというこ

とで、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 町長はそういうふうに言われますけれども、本当に助成を必要として

いるのは、滞納している方であるのではないんですか。お金のある人は、別に、言い方はお

かしいかもわかりませんけれども、収入によっていろいろ考え方がされると思いますけど、

ない人こそ、本当にこういう制度が必要なんではありませんか。自治体の暮らしを守る町長

ですので、もう一回、お聞きしておきます。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） そういうことは、今、また論点を変えて質問されますけれど、そうで

あれば、総合的に判断すべきことで、このことだけは町税を滞納してるのに、助成したほう

がよいん違うかという趣旨の質問であれば、しないということです。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 私、これまでもずっと言っておりますように、水道料金でありました

り、国保でも町税でも、やはり滞納されている方は、本当に困っておられるいうことだと、

そんな悪賢くそういう滞納されている方はないと思うんです。ほんで、町ですので、総合的

にいろいろこの方が、水道料を滞納しておれば、ほかのことはどうなのかというふうに、総

合的に考えるそういう部署が必要ではないかというふうに、これまでもずっと言ってきまし

たけれども、そういう考え方が必要なんではありませんか。ないところからむちゃくちゃに

徴収するとか、助成の対象にしないとか、そういうのは自治体のあり方として間違っている

んではありませんか。 
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○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 自治体やからこの公平ということをしっかり守っていかんなんという

立場ですので、そのようにご理解いただいたらうれしいです。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 理解はようしませんけども、それで総合的に考えてくださいいうこと

を言っておきます。そやなかったら自治体の役割が果たせないのではないかというふうに思

いますので、指摘をしておきます。 

  ２点目、ＪＲバスで通学する須知高校生の保護者にも補助を行い、負担軽減を図るべきで

はないかと思いますけれども、いかがですか。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 須知高校へ園部以南の生徒が通学する場合、園部駅からＪＲバスを利

用する方法と、もう一つは、下山駅から町営バスにより通学する方法があります。その中で、

所要時間など利便性の理由からＪＲバス利用を選択している生徒さん、一方、通学費負担軽

減の観点から、町営バス利用をいただいているというんか、選択してくれている生徒さん、

それぞれあるわけです。 

  そうしたことから、通学費負担の軽減については、現行の町営バス利用促進助成金により

実施していますので、これを、ぜひ活用して通学いただきたいと考えております。 

  また、京都など遠方から、京都市ですけど、遠方からＪＲバス通学者は、対象要件があり

ます。対象要件はありますけれど、京都府公立高等学校生徒通学費助成金制度がありますの

で、それを利用していただきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 町外からＪＲバスを使って須知高校へ来てる子もありますし、下大久

保とか、瑞穂から来ている子もあるわけであります。町営バスの助成金については、バスの

利用促進等、両面ありますけれども、保護者負担の軽減と、やはりＪＲバスで通っている子

も、同じそれこそ税金でありますので、同じ扱いをするべきではありませんか。補助を行う

べきではありませんか。 

○議長（野口久之君） 久木企画政策課長。 

○企画政策課長（久木寿一君） 現在、ＪＲバスを利用して通学されている生徒さんは、園部

駅からが３０人、それ以外はＪＲバスの通学方法をとっておられる方はいらっしゃいません。 

  園部駅まで電車に乗って、京都市方面からですけども、京都・亀岡・園部・日吉、日吉も
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含めてですけど、利用されてる方で、下山駅でおりて、町営バスを利用されている方が７人、

舞鶴・福知山・綾部から３人、１０人いらっしゃいます。 

  町内の方で、特に、和知とか下山方面から１９人いらっしゃいまして、２９人の方が利用

されてます。ということで、ちょっと整理しますと、ＪＲバスで利用されている町内の生徒

さんはいらっしゃらない。町営バスを全て利用されておって、なおかつ利用促進補助金を利

用いただいているという状況でございます。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 現在はいないかもわかりませんけれども、やはりそういうふうにＪＲ

バスも、もし来年からあるかもわかりませんので、きちんとそういう整備をしておくべきで

はありませんか。 

  それと、今、京都府の助成制度があるということでありますけれども、所得によって決ま

っておりまして、１万７，０００円以上を超えた分の半額を補助とか、あるいは、また少し

所得の多い方でありましたら、２万２，０００円を超えた分の半額を補助いうことでありま

すので、大変負担が大きいというふうになっております。 

  いろいろと須知高校の生徒の募集についてということもありますので、もっと京都府にも、

そら本来ならば負担軽減をということで、町のほうからも要請するいうのがありますけれど

も、町としても施策として負担をすることも考えられるのではありませんか、須知高校に通

学する生徒に限って、その点についてはどうですか。 

○議長（野口久之君） 久木企画政策課長。 

○企画政策課長（久木寿一君） 先ほど町長の答弁にもありましたように、選択肢が二つある

わけでして、利便性を求めておられる、朝ちょっとゆっくりできるだけゆっくりして、早く

いきたいという方は、園部駅を利用、それから少し早いけども、通学費をできるだけ軽減し

て、保護者の都合もあって、下山駅を選択されてる方、それぞれございますけども、その負

担軽減のために、下山駅を利用されてる方を、さらに応援するという観点からも、町営バス

利用促進補助金を活用していただいて、通っていただいてるということでございます。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） いろいろ考え方はあるかもわかりませんけれども、やはり、もっとも

っと子どもたちに寄り添ったそういう制度にするべきではないかなと、町外であっても、園

部からであっても、須知高校の生徒ということで、もっと寄り添って考えるべきではないか

なというふうに思います。 

  次に、須知高校のあり方については、先ほども質問もありましたけれども、私は、普通科
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と食品科学科の体制を堅持して、３０人学級の実施など、そういうことを生かして、また他

校との格差があるのであれば、それを解消を図るなど、地元の高校として支援をすべきでは

ないかというふうに思いますけれども、教育長の見解をお聞きしておきます。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 先ほどからも質問いただいてますように、須知高校の安定的な存続

に向けて、京丹波町における須知高校のあり方懇話会というのを設置し、須知高校の将来的

なあり方についても、さまざまご意見をいただきました。 

  その提言の中で、須知高校の今後のあり方としては、主として地元の中学生を対象とする

普通科の充実と、そして京都府全域を対象とする、現在は食品科学科ですが、こうした専門

学科の拡充が両方ともに必要だというご意見をいただきましたので、そういう趣旨に立って、

町としても京都府、あるいは京都府教育委員会にそうした意見・要望を上げていきたいと、

このように思っております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） そういうふうに普通科も充実をさせてということで、両方要望してい

くということでありますが、京都府の教育委員会が計画している府立高校のあり方というの

は、どういうことなのか、どういうことを言ってきていたのか、お聞きをしておきたいと思

います。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 京都府における生徒減少期における府立高校のあり方検討会議の中

で、これにかかわりそうなところを挙げますと、府立高校の学びの質を保障するためには、

３クラス程度が必要というような数値が一つ上がっております。 

  それと、それぞれの地域の実情に即して、高校は配置されるべきであると。そして、また

それぞれ専門学科、それぞれの経過においておかれた地域性を生かした専門学科の拡充もさ

らに必要と、こうしたことがまとめの中に書かれてると、私はそのように理解しております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） ７日の山内議員の答弁で、３月下旬に教育委員会やら学校とか、保護

者など招いて意見を聞くということがあったんですが、これはどういうことをされますんで

すか。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 
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○教育長（松本和久君） 府のほうが、口丹通学圏における今後の府立高校のあり方を考える

上で、さまざまな立場の方から意見を聞くというのが、まず最初の会議の趣旨であると、そ

のように伺っております。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 京都府のほうから来てくれるいうことですね。話を聞きに。ではない

ですか。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） この口丹通学圏のそれぞれの関係者を府が招いて、全体の会議とし

てそういう意見を、府としてまず聞きたいというふうに理解しております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 子どもたちが希望する進路が目指せて、本当に伸び伸びと力がつけら

れるように、頑張っていうていただきたいし、力を尽くしていただきたいいうことを要望し

ておきます。 

  次に、国民健康保険についてお聞きします。 

  まず１点目、平成２７年度の国保会計の状況についてお聞かせください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 平成２７年度の国保会計の現状でございますが、後期高齢者医療制度

移行者の増加などによる被保険者数の減少に伴いまして、国保税も減少しております。 

  一方、医療費につきましては、特に平成２７年度は、医療の高度化や入院医療費の増加に

より、１人当たりの医療費が著しく増加しております。過去３年は、基金の取り崩しを実施

せず運営してまいりましたが、平成２７年度におきましては、基金の取り崩しを実施しない

と運営できない厳しい状況が予想されます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） いつも基金を取り崩すといいながら、決算では崩さなくてもよかった

りするわけでありますが、今回は幾らほど最終的に崩さなくてはいけないですか。 

○議長（野口久之君） 長澤住民課長。 

○住民課長（長澤 誠君） あくまで平成２７年度の３月補正の計上額も含めましての話でご

ざいますが、当該年度の現時点で繰入額ということで、８，３６４万４，０００円の取り崩

しを見込んでおります。 
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  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） ２点目に、この平成２７年度から初めて福祉医療波及分、子どもの医

療費を無料にしていることに対する国の補助金カット分として、２，６６７万７，０００円

が一般会計から国保会計へ繰り入れがされました。 

  さらに、国の低所得対策の強化として、財政支援１，７００億円の公費投入がされました。 

  厚労省は、被保険者１人当たり、この１，７００億円は５，０００円の財政改善効果があ

るとしております。平成２７年度の国保会計は、このように二つの新たな財源が収入として

加わりましたが、その波及効果について伺います。 

  また、あわせてこの１，７００億円に見合う本町への額が確定したと思いますが、幾らで

あるのか、その金額を、また福祉医療波及分の一般会計から繰り入れてる分の財源について

もお聞きをしておきます。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 平成２７年度当初予算におきまして、一般会計から法定外繰入金とし

て、福祉医療波及分等相当額を２，３５０万円計上しております。 

  また、国の保険者支援制度が拡充されて、本町では、前年度と比較して、２，２９７万円

の増加となっております。 

  したがいまして、合計約４，６４７万円の歳入が増加していることとなりますが、基金の

取り崩しを実施しないと、事業運営できない状況が予想されますので、国保税の引き下げは、

難しいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 長澤住民課長。 

○住民課長（長澤 誠君） 今も町長の答弁にありましたように、１，７００億円に相当する

分、今もありましたように、約２，２９７万円という部分でございます。 

  福祉医療波及分の相当額２，３５０万円の財源につきましては、一般会計からの繰り入れ

でございますので、一般財源ということでございます。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） この波及分については、地域創生の交付金を使っているので、国から

ペナルティー分がなくなっているんではありませんか、お聞きしておきたいと思います。 

  この財源について、１，７００億円の見合い分、２，３５０万円については、低所得者対

策のためのお金でありまして、被保険者の保険税に直接効果が出なければならないものであ
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ります。基金を取り崩さなくてはいけないということもありますけれども、このお金につい

ては、平成２８年度の国保税は据え置きとの話を聞きましたけれども、引き下げのために使

うべきと思いますけれども、もう一回、お聞きをしておきます。 

○議長（野口久之君） 長澤住民課長。 

○住民課長（長澤 誠君） 保険税の軽減対象となる低所得者数に応じまして、財政支援され

る国の１，７００億円の効果ということであろうかと思います。 

  先ほどの町長の答弁にもありましたとおり、金額といたしましては、再度申しますが２，

２９７万円、１人当たり約５，０００円ということでございます。その部分になるわけでご

ざいます。 

  しかしながら、先ほどの質問でもありましたように、国保会計の状況のときにも答弁いた

しましたように、一般療養給付費の対前年度同時期をとってみましても、約１億１，８６０

万円余りの増、平成２５年度に及んでは約１億６，１４０万円余りの増という状況にござい

ます。 

  また、一般の高額療養費につきましても、同様に対前年３，０００万円以上の増額となっ

ておりますので、今回の財政支援がその穴埋め、またそれ以上の効果を発揮するまでに至っ

ていないのが、本町国保財政の現状でございます。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 国保は、今までから言っておりますように、他の協会けんぽなどの医

療保険に比べて、高齢者や低所得者が多く加入しているという構造的な問題を抱えておりま

す。結果、高過ぎる保険税になっておりますし、財政悪化につながっております。 

  政府は、これらにより、保険料負担の軽減ができると強調していることからも、研究をし

ていただきたいと思います。 

  例えば、被保険者数に応じて、定額で付加する均等割によって、子どもが多い世帯ほど国

保の負担が重くなっておりますけれども、これは子育て支援に逆行しております。一人３万

１，５００円、子どもが一人増えるごとにかかります。こうしたことも研究をしていただい

て、負担の軽減を図っていただくことを要望したいと思いますけれども、研究していただけ

るかどうか、お聞きをしておきます。 

○議長（野口久之君） 長澤住民課長。 

○住民課長（長澤 誠君） 内容等につきましては、十分理解をしておるわけでございますが、

次の質問にもあるわけでございますが、広域化という問題もありますので、そちらのほうも
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含めまして、また京都府、近隣市町、オール京都の話も出てきますので、そういった部分か

ら、また検討がされますし、していかなければならないというふうに考えております。 

○議長（野口久之君） 東君。 

○２番（東まさ子君） 現在、国保は、市町村単位で運営をしておりますけれども、平成３０

年度から都道府県単位の運営、いわゆる広域化が実施されます。 

  広域化に当たって、現在、全国の自治体が一般会計から国保会計に独自に繰り入れをして

おります３，５００億円に匹敵する３，４００億円を国が繰り入れるとしております。 

  本町も、平成２７年度は５，０００万円弱を国保会計に繰り入れていただきましたが、本

町だけでなく、各自治体が高過ぎる国保税に対する独自の支援策を講じております。それで

も高いということで、国保世帯が苦しんでおります。 

  平成３０年度から、国保の都道府県単位化の運営が実施されますけれども、その目的、単

位化で府と町の役割はどうなるのか、国保会計はどう変わるか、国保のスケジュールはどう

なるか伺います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 国保の都道府県単位化でございますが、小規模市町村が多数存在する

市町村国保は、財政基盤が不安定になりやすいなど、財政運営上構造的な課題を抱えている

ため、平成３０年度からは、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効

率的な事業運営において、中心的な役割を担うこととされております。 

  一方、市町村は、資格管理、保険給付、保険税率の決定、賦課・徴収、また保険事業など、

地域におけるきめ細かな事業を引き続き担うこととされております。 

  また、詳細な部分は、案の段階でございますが、各都道府県は公費及び各市町村からの納

付金を財源として、各市町村に交付金を交付し、その交付金をもとに各市町村は給付費を支

払うこととなります。 

  また、各市町村はその納付金を支払うために示される標準保険税率を参考に税率を決定し、

保険税を徴収することとなります。 

  なお、今後のスケジュールとしましては平成２８年度から２９年度前期にかけて、京都府

と各市町村との協議の中で納付金の算定ルールや京都府の国保運営方針などを検討し、平成

２９年度後期に決定という流れになろうかと思います。その間、各市町村ではシステムの改

修、業務体制等の見直し、条例改正などの業務が発生する見通しでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） これで、東まさ子君の一般質問を終わります。 
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  これより暫時休憩をいたします。 

  午後は１時１５分から。 

休憩 午前１１時５８分 

再開 午後 １時１５分 

○議長（野口久之君） それでは、休憩前に引き続き会議を続けます。 

  次に山田均君の発言を許可します。 

  山田君。 

○５番（山田 均君） 日本共産党の山田均です。平成２８年第１回京丹波町定例議会におけ

る私の一般質問を行います。 

  ３月１１日は、東日本大震災から５年目を迎えます。今なお、仮設住宅に暮らす被災者は

９万人を超えるとも言われ、長い間の仮設住宅での生活は体調を崩したり精神的不安を訴え

る人が増え続けています。帰還されたのは高齢者などの一部の人です。一旦、放射能に汚染

された地域の状況は戻りたくても戻れないのが現実です。しかも福島第一原発の汚染水漏れ

は依然として深刻です。高濃度の汚染水漏れが頻繁に起きています。原発事故は日常生活の

全てを断ち切り、生きがいもつながりも奪いましたと訴える被災者の声が、自然災害ではな

く人災事故である原発事故は二度と繰り返してはならない、防ぐことができるというように

思います。 

  安倍政権は、それでも福島の事故はなかったように原発の再稼働にアクセルを踏み、原発

の外国への輸出を強力に進めています。そこには国民の命を守ることや暮らしを向上さすこ

とに目を向けない安倍政権の立場が鮮明にあらわれています。大企業や他国籍企業を最優先

の政治が強力に進められているのです。 

  それは各種の統計調査にもあらわれてきています。 

  正規雇用では、平成２４年１０月から１２月と平成２７年同期と比べると２３万人も減少

しており、また企業収益も拡大しても賃金上昇にはつながっていません。勤労統計調査では、

平成２７年の実質賃金指数が前年を０．９％下回り、４年連続のマイナスで物価上昇に追い

ついていません。個人消費も前年比０．４％減で、日本経済の６割を占めている個人消費が

暖まらなければ好循環とはいえません。アベノミクスの破綻が政府の各統計からも裏づけら

れています。 

  また、年金の実施的な支給額は３年連続で引き下げられ３．４％も減りました。支出は医

療費や保険料の負担など急激に増えています。この上、消費税を１０％に引き上げが実施さ

れれば生活破壊です。何とかしてほしいと思う皆さん、安倍政権の進める亡国政治にきっぱ
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りと、７月の参議院選挙で審判を下すことが必要ではないでしょうか。生活破壊の政治が進

む今こそ、憲法を暮らしに生かす地方自治体の責任と役割が求められていると考えます。 

  こうした立場から、次の点についてお尋ねをいたします。 

  第１点目に、政治姿勢についてお尋ねをいたします。昨年は、戦後７０年の節目の年でし

たが、安倍内閣のもとで海外で戦争する国づくりに大きくかじを切った年でした。昨年６月

の衆議院憲法審査会で自民党が推選する憲法学者も含めた３人の憲法学者がそろって安保法

制は違憲であると、また立憲主義に反すると発言しました。今、南スーダンにＰＫＯで派遣

された自衛隊が、新たに駆けつけ警護を行う任務を拡大しようとしています。駆けつけ警護

とは、自衛隊が自ら攻撃を受けていなくても離れた場所にいる多国軍や軍民の警護に駆けつ

け、敵対勢力を攻撃するという任務です。また、米国から過激派武装組織ＩＳに対する空爆

など軍事作戦への後方支援を依頼された場合など、法律的にはあり得るとしています。まさ

に殺し殺される最初のケースとなる現実の危険が安保法制、戦争法の成立によって生まれて

いるのです。これは憲法９条が禁じる武力行使そのものです。 

  昨年、安倍内閣が強行した安保法制、戦争法の成立で立憲主義について多くの識者から

「憲法は国民を縛るものではなく権力者の権限を制限するものである。」と指摘をされてお

ります。町長の立憲主義に対する見解を伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 立憲主義に関しまして、日本国憲法は国民の権利あるいは自由を守る

べきルールが定められており、これを遵守することで人権保障がなされることと考えており

ます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） また、憲法１３条は、全ての国民は個人として尊重されると定めてい

ますが、この条項は、「近代立憲主義にとって権力制限の究極の目的は社会の構成員を個人

として尊重することにほかならない。」と、憲法学者で東大名誉教授の樋口陽一さんが言わ

れています。憲法の核心となる理念が凝縮されていると言えるものです。立憲主義の回復と

いうことは、平和の問題だけでなく民主主義や暮らしの問題など、安倍政権の暴走で踏みつ

けにしている個人の尊厳を全てにおいて回復し、一人ひとりを大切にする社会をつくること

です。憲法を暮らしに生かすことが、今ほど求められているときはありません。 

  自治体には、安心して暮らせる社会の実現、住民の暮らしや営業を守る役割と責任があり

ます。町政運営においても、憲法を暮らしに生かす立場が求められていると考えますが、町
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長の見解を伺っておきます。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 日本国憲法に基づいて、基本的人権を侵すことのないようこれまで進

めてきました。安心・活力・愛のあるまちづくりを一層、推進してまいります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 第２点目は、原発再稼働についてお尋ねをいたします。 

  東京電力福島第一原発が世界最悪レベルの原発事故を起こして５年ですが、事故の原因究

明は全く進んでいません。原発内部の状況もほとんど把握されていません。たまり続ける汚

染水や手をつける目途さえたっていない溶解燃料など、終息とはほど遠い現状です。 

  しかし、安倍政権は原子力は重要なベースロード電源と位置づけ、原発推進の姿勢をむき

出しにしています。原子力規制委員会が、高浜原発の３号機、４号機の新基準に基づく審査

に合格を与え、再稼働した４号機はわずか三日後にトラブルで緊急停止をしました。また、

４０年を超えた関西電力高浜原発の１、２号機が新規制基準で適合とされました。 

  なぜ老朽原発の再稼働が必要なのでしょうか。原発を原則４０年としたのは、ほとんどの

原子炉は中性子の照射によって心臓部に当たる圧力容器がもろく壊れやすくなり４０年で寿

命となるという考え方に立ったものです。科学的根拠によるものですが、これを２０年も稼

働さすという危険きわまりない再稼働に大きく踏み出してるのです。 

  そもそも、原子力規制委員会の新規制基準そのものが、福島原発事故の教訓を踏まえたも

のになっておらず、避難計画も審査基準に入っていないなど再稼働ありきのものです。原子

力規制委員会の田中委員長自身が、「安全審査ではなく基準の適合審査であり、過酷事故は

起こり得る。安全とは申しません。」と言って、無責任な態度です。ですから、安全協定の

いかんにかかわらず認めるべきではありません。福島原発事故では、３０キロ圏外でも放射

能が高い地域もあり、避難に追い込まれています。 

  事故後に発表された滋賀県のシミュレーションでは、放射性ヨウ素が拡散する予測は約４

０キロ離れた地域でも、屋内退避の対象になることを発表しました。また川の流れに沿って

吹く風に乗って広がっていくことも明らかになっています。 

  京丹波町は、高浜原発から３０キロ圏内に入り、３，０００人余りが居住しています。５

０キロ圏内には全ての地域が入ります。全町民の避難計画が必要です。また、原発を動かさ

なくても使用済み核燃料がある以上、万が一、事故が起こった場合、避難計画も必要です。

現実的で実効ある避難計画が拡幅できていないもとでの再稼働を認めるべきではありません。 
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  町長が再稼働は認めない立場を記者会見して、公式に表明すべきと考えますが、町長の見

解を伺います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 原発再稼働について、かねてから申しておりますとおり、基本的にで

きるだけ原子力に頼らない電力供給が望ましいと考えております。 

  本町では、平成２５年３月に京丹波町地域防災計画原子力災害対策編及び原子力災害住民

避難計画を策定しまして、万が一の事故発生時に確実な対応ができるよう、過去３年間継続

して住民避難訓練を実施しているところであります。さらに、今年度において地域防災計画

の改訂作業を行っており、関西広域連合による広域避難計画や国による緊急時対応計画等を

反映するなど、さらに実効性を向上していきたいと考えております。 

  なお、避難経路となる道路の改良に係る財源措置や緊急時対応人員不足を補う広域確保体

制の構築など、他の自治体と連携を要する広域行政については、京都府地域協議会の場を通

じて、内閣府など国関係機関へ要請を行うなど、今後も実効性向上に向けた不断の取り組み

を行うものであります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） それぞれ答弁をいただいたわけでございますけども、現実的で実効あ

る避難計画が確立できていないということだと思うんですけども、事故が起こったときの対

策・対応というのは本当に迫られると思うんですけども、確実に避難ができるというように

考えておられるのか、あわせて伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） そういう質問は非常に不愉快ですけどね。実効性が伴ってへんの違う

かって、一生懸命やってるんですから、こっちは。これからもやっぱり実効性の伴う避難計

画であったり避難訓練であったりしていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 町長は、「原子力発電による原子力供給は完全なる安全な担保は厳し

く認めがたい。国と事業者が地域住民にしっかりと説明責任を果たされ理解を求めていただ

きたい。」と、こう言われておるわけでございますけれども、今もありましたように、確か

に訓練、そのことを私のほうも認めるわけでございますけども、万が一、起こったときのこ

とを考えると、非常に不安があるということは当然であります。 
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  それとあわせて、そういう現実的で実効ある避難計画ということを考えますと、やっぱり

関西電力、国の責任というものが問われるというふうに思うんですけども、やっぱりそうい

う面から言うとそういうことがしっかり担保されるまでは、やっぱり再稼働は認めないとい

う立場をはっきり表明すべきだと、こういうように思うんですけども。もちろん、今のそう

いう避難計画に取り組んでいくということは大事だというふうに訓練を、思いますけども、

その点について伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 高浜だけやなしに、原発を福島の原発事故を教訓にするなら、再稼働

なんてなことはあり得んことだという認識でおります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 先ほども、地域協議会を通じて国・事業者への要請をしていくという

ことでございましたけども、実際、避難路の整備やとか要支援者への車両の確保ということ

を国に求めるなど、地域協議会と密接な連携を図るというように言われておるわけでござい

ますけども、当面の対策として、最近、報道されておりますように３０キロ圏外である篠山

市、亀岡市では、市民の不安に応えてヨウ素剤の配布や備蓄を行っております。京丹波町で

も、こういう住民の不安に少しでも応えるために、ヨウ素剤の確保、３０キロ圏内の全戸配

布など、またあわせて希望者への配布、こういうことを取り組むべきと考えますが、町長の

見解を伺っておきます。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） ヨウ素剤の配布等の件でございますけども、現在、本町にもＵＰ

Ｚの３０キロ圏内の住民の方に配布ができる可能なヨウ素剤というのは確保してあります。

また、これに加えまして、観光等に訪れておられる方に対しての配布という部分も予備的な

形で確保をしているところでございまして、現在は京丹波町病院のほうに保管をされている

状況にございます。 

  現在も、他の市町等におきましては、ヨウ素剤の配布という部分も明確にされているとこ

ろでございますので、本町におきましても一定、保管場所のよりＵＰＺ圏内への移設であり

ますとかそういったもの、また、事前の配布という部分につきましても、十分、調整を図っ

てまいりたいというふうに考えております。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 今、ヨウ素剤の確保の問題とその配布の問題の答弁をいただいたわけ
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でございますけども、私どもへも３０キロ圏外の町民の方からもヨウ素剤の希望者への配布

をしてほしいと、そういう声も届いております。亀岡、篠山でも３０キロ圏外ですけども、

ヨウ素剤の配布やとか希望者への配布をやっておるわけでございます。京丹波町においても、

当然、そういう取り組みをすべきやないかと。３０キロ圏といいましても、風の吹き方とか

そういうことによって福島のそういう実態からも広がっていくということは明らかですので、

そういう取り組みもすべきじゃないかと思うんですけども、３０キロ圏外、京丹波町の住民

の方のヨウ素剤の要望に応えるという考えはあるのかどうか、あわせて伺っておきます。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） ３０キロ圏外のヨウ素剤の配布につきましては、現在のところ考

えてはおりませんけれども、京都府内の関係します市町の状況とか総合的に考えまして、必

要な場合につきましてはそういった措置もとるべきやというふうに考えております。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） ぜひ、京丹波町は５０キロ圏内に全て入るわけでございますので、や

っぱり京丹波町に在住する皆さんを対象にして、希望者には配布をするという立場をしっか

り持つべきだという点も強く申し上げておきたいと思いますし、やはり篠山市や亀岡市のこ

とが報道されますと、一層、町民の方は不安を持っておられますので、しっかりそれに応え

ていくという責任があるというように思いますので、強く申し上げておきたいと思います。 

  原発は、ご承知のように他の技術にはない異質の危険を持ってるといわれます。一昨年、

５月、福井地裁が関西電力大飯原発３、４号機の運転差し止めを下しました。判決は、原子

力発電においては、一旦、発生した事故は時の経過に従って拡大していくという性質を持っ

ていること。このことは、他の技術とは異なる原子力発電に内在する本質的な危険であると

述べ、異質の危険を示しました。ひとたび重大事故を起こし放射能が外部に流出する事態に

なると、人類はそれを制御する手段はなく被害は空間的にも時間的も社会的にもとめどなく

広がる。だから人類と原発は共存できない。これは福島の現実が示していると思います。こ

の現実に目を向けずに再稼働を進めることは許されないと思います。このことを強く申し上

げておきたいと思いますし、そういう立場でぜひ取り組んでいただきたいということも強く

申し上げておきたいと思います。 

  第３点目は、町長の施政方針についてお尋ねをいたします。 

  １つ目に、活力あるまちづくりについてお伺いをいたします。有害鳥獣対策については、

一昨日も質問があったわけでございますけども、引き続き、重要課題に位置づけて町として

は取り組むことにしておるわけでございますが、次の点について伺っておきたいと思います。 
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  特に、獣害被害対策というのはできるだけ早く対策を講じるということが特に必要だとい

うことを感じておるわけでございますが、金網フェンスだとかワイヤーメッシュなどの設置

作業というのは、高齢化の中、集落や地域で行う直営方式は出役などの大きな負担になって

おります。こうしたことを踏まえまして、昨年３月の議会で、設置作業も補助対象にして地

元負担の軽減をすべきだということを求めました。 

  その答弁で町長は、「施工費は今後、検討していく。」という答弁でありましたが、軽減

対策はどう検討されたのか、まず伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 一昨日ですか、山内委員さんの質問でお答えしたとおり、補助率につ

いては現状の６割で継続するということです。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 補助率６割というのは、資材費のことだと思うんですね、今、対象に

してるのは。 

  私が昨年、お尋ねしたのは、いわゆる施工する作業の分、それについてもやっぱり負担軽

減の意味から補助を考えるべきじゃないかということを昨年、申し上げたんです。そのこと

は、今後、検討していくということでございました。この施工に対する費用の問題なんです。

この点については、検討をされてるのかどうか、伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 今、お答えしたとおりですし、検討しているということです。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 資材費については、現在の６割を上げることはないということでござ

いましたけども、工事費といいますかそういうものについては、やっぱし１年も経っている

わけでありますから、現実を踏まえてしっかり検討すべきだということも改めて強く申し上

げておきたいというように思います。 

  もう一つ、あわせてお尋ねしておきたいのは、ＴＰＰというのが今、国会で法案として提

出をされたわけでございますが、国会での批准といいますか、またアメリカなどの動向で流

動的な面もありますが、このＴＰＰが締結をされますと米の価格というのは３０キロ３，０

００円というように言われております。京丹波町のような水稲栽培中心の中山間地域でこう

いう３，０００円ということになればどうなっていくのかということは明らかです。水稲栽

培ができなければ荒廃地が広がるということは明らかですし、それとあわせて獣害の被害が

一層深刻になるんじゃないかと。こうした事態を食い止めていくためにも、獣害対策は緊急
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の課題であるというように思うわけであります。そういう面から、この獣害防止策の負担割

合を今、地元４割としているのをせめて２割に軽減するなどして、必要な対策を講じるべき

じゃないかと。やっぱし一定、町内全体を見渡しても、その防護柵が広がってきております

けども、まだまだ不十分の点もあるわけでございますし、これまでの電気柵だけではもう防

ぎ切れないと。やはり金網フェンスとか、ワイヤーメッシュで防ぐという方法が必要になっ

てきております。そういう面では、昨日もちょっと出ておりましたけども、この負担割合に

ついて、例えば、福知山市、京丹後市なんかでは、資材費については負担ゼロです。地元で

施工するというようなこともとられておるわけですね。 

  町長は、この獣害対策を最重要課題というように掲げておられるわけですから、やっぱり

そういう意味からしても負担軽減をして、一気に町内に防護柵をしっかり設置していくとい

うことが必要だと思うんですけども、ちょっと改めてこの負担割合を検討、軽減していく考

えがないのかどうか、そういう余地が全くないということなのか、いや、一定考えんなんと

いうように思っておられるのか、あわせて伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 現状の６割で継続するということです、まず原則は。 

  全く、今後のことについて変更しないんかとかいうことをお尋ねですけど、そんなことは

あり得ないと思います。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 当初予算も出されておりますので、現時点ではそういう立場だという

ことだと思いますけども、やはり負担を軽減して、やっぱりそういう防護柵を進めていくと

いうことが今、本当に求められているというふうに思うんです。 

  私どもも、私とこの集落でも、金網フェンスというのを取り組んでおるわけでございます

けども、やはり非常に費用負担も含めて大きな負担になっておるわけでございまして、福知

山市とか京丹後市なんかの状況を聞いておりますと、縦横２メートルのワイヤーメッシュと

いうものを使って獣害の防止柵に取り組んでおられます。２メートルごとのパイプを打ち込

み、それにワイヤーメッシュを取りつける方法なんですけども、これは３人おればできる作

業だということで非常に取り組みやすいということになっており、京丹後市、福知山市なん

かではこれが主流になっているというように聞いておりますし、また費用についても金網フ

ェンスに比べてワイヤーメッシュのほうが安価であるということでございます。やはり京丹

後市やお隣の福知山市なんかでも聞いておりますと、それぞれの営農組合なんかが中心にな

って取り組んでおるというように聞くわけでございます。やはりそういう点を考えますと、
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資材の問題についても、再検討してやっていくべきではないかと。金網フェンスはどうして

も山すそとかそういうところが多いわけでございますけども、このワイヤーメッシュはほ場

の団地ごとに囲むというような方法もできておりますし、いざというときにはこの２メート

ルのワイヤーメッシュを両方留めておるものを外せば、そこから出入りができるということ

にもなるわけでございまして、非常にいざというときにも扱いやすいというように思うわけ

でございます。そういう面では、負担軽減を図って、この京丹波町でも２年、３年の間に一

定の防護柵を全町的にしっかり設置していくと、こういうように私は考えるべきじゃないか

と思うんですけども、ちょっとその辺のこの防護柵に対する考え方について、伺っておきた

いと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） きばって言うてくれとってやけどね、そりゃあ福知山とか京丹後市が

ね、ひょっとしたら新しいところをするのにね、新しい方法を取り入れてはるという可能性

もあると思うんですね。うちはもう大体、全部、一旦、しとるわけですわ。そういう中で、

傷むようなところを資材の６割を供給して、何か負担、負担っていう見方もありますけど、

みんな出て共同作業するということは非常に尊いことでもあるわけですよ。そんなんを全部、

否定して福知山式、京丹後式ってこう言われてもね、なかなかそれに「わかりました」って

いうわけにはいかんというんか。そういうことを言うとんですね。 

  新しくするんなら、そりゃそういう新しい方式やさかいあり得ると思います、そういうこ

とも。せやけど、京丹波町はほとんどもう山すそ、全部やって、それ以外にもやってる中で、

さらに６割助成して、傷んだところがあったらとか、あるいは電柵やったら下にメッシュす

るとかいうことについて、補強的に考えてるわけですから。 

  さっきも言うたように、これからも６割をずっと堅持して、後のことを考えへんのかとい

う質問に対しては、「そんなことはあり得へん。」と、言うて答弁させてもらったので、そ

の辺はぜひ理解を、皆さんにしてほしいなという思いです。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 町長の見解は、言うたら一旦電柵などをしたところに、また柵をする

んだとこういう見解だと思うんですけども、補助を二重に出してるとこういう意味やと思う

んですけども、新規のところも当然あるわけなんですね。そういうとこを、ほんならどうす

るかということにもなると思いますけども、そういう面で言いますと、やはり全地域の一旦

希望というんですか、計画をしっかりつかんで、そして、そのところが新規なのか、いわゆ
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る補強的にやられるのかということもしっかり把握をして、そしてどういうように取り組む

かということを、私は考えるべきだと思いますし、その計画をやはり私はこのＴＰＰが実際

に施行されて、農家のいわゆる収入が大きく減るというまでに、やっぱりそういうものをし

っかりつくっておかなければ、ほんとに認定農業者の方に聞いておっても、獣害でもう作れ

ないと、作ってほしいと言われても預かれないというそういう声も出ておるわけでございま

すから、そういう必要なところには、やっぱりしっかり防護柵をしていくということが必要

だというふうに、私は思うわけですね。 

  何も耕作しないような山田まで全部せいとこういうことではなしに、必要なところにやっ

ぱり設置していくというそういう立場で、私は取り組むべきだということを強く申し上げて

おきたいと思いますし、ちょっとそこの辺は補助を出して、電気柵だったところに今度は金

網フェンスというそういう地域と、全く新規ということもございますし、今は山からだけで

はなしに、川が通路になって、川から上がってくるというそういうことも実際に起こってき

ておりますので、そうすると川の淵にも柵をせんなんと、こういう実態ということも当然わ

かっておられると思いますけども、そういうとこは今度は新規ということになりますので、

そういうところへ、ほんならどうするのということもありますので、総合的に考えんなんい

うことは当然でありますけども、やはりそういうものをしっかり考えていくということと、

共同作業ということを言われましたけども、高齢化になってもやはり出ておられるわけです

ので、資材費は６割補助、それぞれの人夫はそれぞれ出役をしておるというそういうことな

んですね。 

  京丹後市や福知山でも、資材費は出るけども人夫といいますか、出役はみんなされておる

というこういうことでございますので、その辺はしっかり申し上げておきたいと思います。 

  第２点目は、イノシシのウリ坊、子どものことでございますけども、奨励金の辞退を猟友

会から受けていた問題で、駆除したイノシシのウリ坊についても、埋設処分は町が認定して

いる駆除員が行っているわけであります。また、奨励金の支払いでシカについても提出され

た写真で判定をしておりますが、報奨金の対象から除外されても、埋設する責任が駆除員に

はあります。処理費の支払いは、当然すべきだというように前回も聞いたわけでございます

が、改めて町長の見解、伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 有害鳥獣捕獲事業につきましては、捕獲から処分まで一連の行為とし

てとらまえておりまして、これらを全て行うことによって、初めて報奨金を支払う対象にな

ると考えております。 
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  捕獲鳥獣を報奨金の支払いの対象にするためには、指定いたしました撮影方法による写真

の提出が不可欠であり、これまでどおり一連の報奨金として支払いを行ってまいります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 有害駆除について、最終的に町に責任があるということを町長は認め

られておるわけでございます。委託契約書を見ますと、第２条では乙、猟友会は、前条に定

める委託金をもってその期間中、甲、京丹波町長の依頼に基づき委託事業を履行しなければ

ならないと、委託事業の履行等というところで定めております。この委託契約書には、京丹

波町長の依頼に基づき事業を行い、委託料の人がわかる領収書を決算書等を提出しなければ

ならないとこういうようにしておりまして、奨励金やとか処理費を払うことが前提になって

いるわけです。あくまで、町長の依頼に基づき委託事業として猟友会が実施しているわけで

ありますから、町が主体性をもって有害の鳥獣捕獲事業を行っていく責任があることは明ら

かです。 

  京都府に捕獲駆除頭数として報告していることからも、処理費の支払いができないとすれ

ば、駆除した確認はどうするということになるのか、そういう曖昧なことでいいと考えてお

られるのか、伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 栗林農林振興課長。 

○農林振興課長（栗林英治君） 先ほど町長のほうから答弁がございましたように、一連のも

のとして報奨金のほうは取り扱いをさせていただくということでございます。 

  また、委託契約のほうにつきましても、猟友会のほうから捕獲員の方を推薦をいただいて、

うちのほうがそれぞれに許可証を渡しておるというようなことになっておるところでござい

ます。 

  また、捕獲いただいたもので、報奨金の対象外のものでございますけれども、そういった

ものについても一定京都府に捕獲頭数ですけども、それについて報告する義務がございます

ので、一定捕獲をされたもので、写真の不備等あるものについても獲れておるということで、

日報の提出等もいただいておるところでございまして、そういったもので京都府のほうに報

告をさせていただいておるということでございます。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） やはり、猟友会との関係もあるということでございますけども、駆除

して埋設してるわけですから、当然処理費というのは支払うというやっぱりそういう立場に
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立つと。あくまでも、町が猟友会に委託をしてその責任は町にあるわけでございますから、

町の主体性を持った対応が必要やということを強く申し上げておきたいと思います。 

  もう１点は、駆除した有害鳥獣については、財産区などの協力で埋設場所の確保もできつ

つありますが、抜本的な解決にはなっておりません。焼却などの処分場を近隣町と協議をし

ていると聞きますが、どの程度進んでいるのかということと、一時保管をする保冷庫など確

保すべきと考えますが、あわせて伺っておきます。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 広域的な処分場については、調査、研究が必要だと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） やっぱり広域な取り組みを早く進めるということを強く要求しておき

たいと思います。 

  次、担い手対策について伺っておきたいと思うんですけども、中山間地域である本町の担

い手というのは、やはり家族農業も含めた取り組みが必要だと、この地域を維持していくの

も必要というように思うんです。京丹波町で担い手となる集落営農組織やとか、新規就農者、

認定農業者への農業機械などとか施設整備の支援を強化しているわけでございますけども、

やはり小規模で、地域の中で一生懸命頑張っている農家、少量でも道の駅などに農産物を出

荷しているこの農家、産直に取り組んでいる農家、こういう家族農業含めて、地域農業の担

い手と位置づけて、道の駅などの農産物を出荷しておれば販売部会とか、産直グループなど

導入する農業機械とか、施設整備の支援を行うべきではないかと思うわけですが、見解を伺

っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 道の駅や直売所、あるいは生産者グループに対しましても、補助事業

の補助基準を満たす場合、農業機械導入や施設整備への支援を実施しております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 町内産の木材利用の促進事業について伺っておきたいと思います。 

  京丹波町も、木育ということで暮らしの促進に取り組むということにしているわけでござ

いますけれども、この町内産木材としての認定というのは、どこがするのかお尋ねしておき

たいと思いますし、また、町内産木材として伐採場所とか、搬出とかそういう確認はどこが

行うのか。それから、一定期間やっぱり乾燥させる必要があると思うんですけども、そうい
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うものは必要ないのかどうか。あわせて伺っておきます。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 京丹波町産木材利用促進事業補助金制度における町内産木材の確認は、

提出書類により町が行っております。乾燥させるというような話はもう必要な・・・。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） この補助金要綱、木材利用促進事業補助金要綱やと思うんですけども、

これ見ますと対象となっとるのは倉庫、バス待合所、ベンチ、看板ということで、書類さえ

出せばいいということで、材木がどこで採れて、どういうようにどこから調達したというこ

とは何も必要ないというふうになるんですけども、その辺はどうなのか。やっぱり当然そう

いうものが必要ではないのか、伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 添付の証明書に記載された山林所有者、あるいは伐採場所等により、

町が確認しております。搬出方法は確認しておりません。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 最近の例として、府立丹波自然運動公園の京都トレーニングセンター

で使用された木材が、町内産ということを町長もよく言われるわけでございますけれども、

これどういう形で町内産というような確認された方法について、伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 京都府のスポーツ施設整備課、京丹波森林組合及び京都府森林組合連

合会で伝票等により、それぞれ確認されております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） それは、京丹波町というよりも森林組合とか、木材センターの確認と

こういうことで、どこから伐採されたということもその木材センターが確認をされておるの

かどうか、あわせて伺っておきたいのと、もう一つは、先ほども申し上げましたように、そ

ういう木材として使う場合には、一定期間の乾燥が必要やと思うんですけども、そういうこ

とは現代の科学の進んだところでございますので、機械乾燥とかそういうことをされておる

のか、自然乾燥のものを使うということなのか、その点について伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 京都府の施設ということで、京都府スポーツ施設整備課と京丹波森林
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組合、これは、京丹波森林組合は京都府森林組合連合会から依頼を受けてると思います。そ

うした３者が担当してくれてるんですが、もう一回申し上げておきます。伝票等によりそれ

ぞれ確認されているということ。 

  それと、木材の乾燥は、狂いとか、ソリなどを防ぎ、木材が持つ欠点を矯正するための工

程です。そうしたことから、乾燥させて、品質を確保することが望ましいということで、実

行されております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） もう１点は、この木材利用促進事業補助金要綱というのがございます

が、交付対象を見ますと、ほとんど今現時点では限られたとこでございます。町内産木材を

利用促進するというためには、対象を拡大するということが必要だと思うんですけども、そ

の点についての見解を伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） この補助事業は、町の公共施設のほかにも、地域の共同利用施設など

で多くの人々が木に触れ、あるいは木のよさを知ることができる機会をつくることにより、

木材利用の促進、特に町内産の利用拡大につなげることを目的としておりますので、この制

度において、補助金の交付対象を拡大するという考えはないということです。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 町長も、この木材利用というのを強く言われておるわけでございます

ので、そういう視点から言うと、いわゆる住宅やとか、それぞれ個人が使用されるものにつ

いて、一定使用されれば助成をするとかいうようなそういうことも取り組んでいくというこ

とも一つこの木材利用を広げていく大きなきっかけになるんじゃないかと思うんですけども、

そういうような考え方はないのか、あくまでも出されておる倉庫、バス待合所、ベンチ、看

板という範囲なのかどうか、改めて伺っておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 今は考えてないということです。 

○議長（野口久之君） 山田君。 

○５番（山田 均君） 今ということは、将来は考えると、近い時期に考えるということなの

か、伺っておきます。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 今は考えてないということです。 
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○議長（野口久之君） これで、山田均君の一般質問を終わります。 

  次に、北尾潤君の発言を許可します。 

  北尾君。 

○１２番（北尾 潤君） それでは、議長のお許しを得ましたので平成２８年第１回定例会、

北尾潤の一般質問を始めます。通告書に従いまして、質問をしていきます。 

  本町においては、年々少子化が進み、地域社会の中で小中学校の存在意義が大きくなって

きています。１２月議会は終えましたが、教育長に就任されて、この３月議会は初めての予

算編成となりました。 

  町教育行政は、町長部局と目的を共有しながら、社会の変化に対応しつつ、本町だからこ

そ可能な伸び伸びとした教育施策の推進が望まれます。 

  そこで、次の点について伺います。 

  教育長就任に当たり、小中学校・児童生徒の現状をどう理解し、それを踏まえた上で任期

中にどのような方向で教育行政を推進するのか、所信を問います。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 町長への施政方針に対する前に、教育長の所信を聞いていただくい

う、大変恐縮しております。 

  まず、本町の子供たちの現状をどう認識しているかという点でありますけども、町内の園

児、児童、生徒の置かれている現状としては、大変豊かな自然に恵まれ、また、地域社会の

ほんとに温かい見守り、そして各ご家庭の温かな愛情に育まれて、全体としては心身ともに

健やかに成長する機会に恵まれていると、そんなふうにまず全体としては認識してます。 

  ただ、個別的には、適切な支援を必要とする子ども達がいるということも併せて念頭に置

いて教育行政を進めたいと、まずそのように考えております。 

  したがいまして、今後の教育行政の推進に当たっては、ご指摘のように町長部局と十分連

携を図りながら、京丹波町教育振興基本計画に基づき、京丹波町のよさを十分に生かして、

全ての園児、児童、生徒が知、徳、体バランスのとれた成長が図られるよう、家庭、地域、

学校が一体となった教育行政を進めることに努力したいと考えております。 

  以上であります。 

○議長（野口久之君） 北尾君。 

○１２番（北尾 潤君） 平成２８年度をどのように位置づけ、具体的に来年度に行う予定の

取り組みは何でしょうか。お願いします。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 
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○教育長（松本和久君） 平成２８年度は、京丹波町、そして京丹波町の教育にとって、昨年

に引き続き重要な節目の年になると考えております。一つには、森の京都のターゲットイヤ

ーであること、また京都トレーニングセンターが竣工する年であること。そしてまた、京丹

波の教育の原点ともいうべき京都府農牧学校が創立されて１４０年の記念すべき節目の年で

あること。さらに加えて、京都府教育委員会が、京都府立高等学校のあり方について、本格

的な取り組みを始めるという点においても、非常に重要な年になると考えております。 

  こうした節目に当たることを念頭に置きまして、次の新たな取り組みを進めたいと考えて

います。まず、森の町京丹波にふさわしく、教育におきましても京丹波「森のまなび」推進

事業を立ち上げ、町内の小学生が林業大学校などの支援を得て、森に関する京丹波ならでは

の学びをつくっていきたいと考えています。 

  あわせまして、森林環境教育の先進地であります友好町、下川町との友好もあわせて進め

ていければと考えております。 

  また、京都トレーニングセンターが完成するということを機でもありますので、京都トレ

ーニングセンターを活用した体力・競技力向上事業に取り組みたいと考えております。さら

には、須知高校と中学校との間で、ウィードと京都府農牧学校に関する中高連携研究事業を

進め、須知高校と中学校との連携強化を図り、須知高校のよさを情報発信する機会にもした

いと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 北尾君。 

○１２番（北尾 潤君） ちょっと今メモってて、正式に正式名がメモられてないかもしれな

いですけど、山や森や木を学ぶのは本町だからできるすごくいいことだと思います。京丹波

「森のまなび」推進事業、ウィードと京都府農牧学校に関する中高連携研究事業、これなん

かは鳥獣被害や再生可能エネルギーとか、保水力から見る水害なんかで、本町でも大きな問

題になっている部分なので、それを森がないと、山がないと、木がないとこういうふうにな

るんだというのが、小中学校の頃から勉強していくというのはすごくいいかなと。科学や経

済の発展のもとに見過ごされてきた、軽視されてきた森の力、山の力を小中学校から学べる

というのは物すごくいいことだと思います。 

  また、本町の森や山に対する思いが、小学校、中学校、高校と一貫して勉強することで、

先ほどから、一昨日からもそうかな、須知高校の進学に対しての影響も大分あるんじゃない

かなというふうに思います。小中高一貫みたいな感じで、この森が学べるというのはすごく

いいかなと思います。 
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  ちょっと次の質問をする前に言われてしまったんですけど、トレーニングセンターを本町

の小中学校で使ってもらったらどうだろうというのを質問しようと思ったんですけど、教育

長と気が合って、すごくうれしいです。質問します。 

  京都府立丹波自然運動公園に新設される京都府トレーニングセンターを利用して、小中学

校の児童生徒の体力や競技力の向上を図るということなのですが、詳細をお願いします。 

○議長（野口久之君） 松本教育長。 

○教育長（松本和久君） 北尾議員と志、思いを一緒にしてるという、私も大変うれしく、心

強く思ってます。 

  京都トレーニングセンターの主たる目的は、中高生を中心としたジュニアアスリートの育

成というところにそもそもの目的が置かれております。当然、それ以外にもさまざま幅広い

利用があるとはもちろん考えてますが。 

  そういう視点に立てば、本町の教育委員会が直接所管するのは中学校ではありますけども、

特に中学生を対象にこのトレーニングセンターの継続的な使用を、本町の最も代表する競技

でありますホッケーをまず中心に継続的に指導、支援を受けて取り組むことによって、どの

ような成果が期待できるのか、実証的な調査事業をモデル事業として進められたらよいので

はないかと。そうすることによって、トレーニングセンターの有効性が広く情報発信できて、

ほかの地域の中高生も使いたいというようなそういう事業につながればいいのではないかと

考えています。 

  以上であります。 

○議長（野口久之君） 北尾君。 

○１２番（北尾 潤君） 僕、先ほど午前中に質問されてた坂本議員の言ってた和光市という

ところで小学校、過ごしました。中学・高校が東京で過ごしたんですけど、やっぱり校庭が

狭いとか、周りに運動する場所がすごく少なくて、おばあちゃんちに、石川県と兵庫県なん

ですけど行って、すごく広いグラウンドを見てうらやましくて、夏休み、冬休み遊んでまし

た。そんなことだったんで、小学生、中学生、高校生なんかが思い切り体を動かせるそんな

環境というのは、物すごくうらやましい、周りから見たら多分うらやましいのではないかな、

京丹波町いいなと思う環境だと思います。 

  それで、スポーツ観戦が好きなので、野球、サッカー、ラグビーとか、ボクシング見たり、

あと最近テニスもやってたので、何で１５点、３０点、４０点で点数が入っていくんだろう

とわからないまま、でも錦織君、応援しながら見てました。で、ちょっと違和感があったの

が、なでしこジャパンが負けたときに、残念だなと思って見てたら、なでしこジャパンの選
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手が「申しわけない、大変なことをした。」というふうにして泣いてたりしました。で、大

分違和感があって、僕らなでしこジャパンの人に何もしてないのに何でこんなにこの人たち、

申し訳ないと思うんだろうって、国を背負ってというのもあるのかもしれないですけど。 

  その中で、今度オリンピックが東京であるのに対して、例えば僕らが何か取り組めること

があるとしたら、そのとき、今の小学生、中学生、もしかしたら高校生がオリンピックへ行

くまでの間、西日本最大のトレーニング施設のこの京都府トレーニングセンターを使っても

らって、思い切り才能を伸ばしてもらうというのが、これからすごく、僕らにとっても後悔

ないように取り組めるのではないかなというふうに思ってました。 

  先ほど、未来のアスリート、ジュニアアスリートという言葉があったので、小学校・中学

校を中心にしっかりと取り組んでいただきたいなと思います。 

  本町に戻りますが、本町として、子どもにどんなことを教えていきたいか。どんなふうに

育ってほしいかということから、教育長の答弁を聞いておりますと、子どもの教育と町の発

展との間で、かなりよい相乗効果が望まれ、積極的な教育施策が進められるよう感じますの

で、大いに期待しております。 

  次の質問に行きます。 

  あと、１カ月ぐらいで、僕４０歳になるんですけど、３０歳のときにこの京丹波町に住み

始めて、今年で１０年になります。京丹波町と名前が変わってから、合併してから住んでい

るので全く違和感がないんですけど、京都市の人に大分長く京都市に住んでいる人でも、京

丹波町に住んでいるんだと言うと、どこっていう感じで言われます。多分、イメージの中で

和知っていったらわかったり、瑞穂っていったらわかるんだけど、京丹波っていったらどの

辺かわからなかったりするのでやまがた屋さんのとこって言うと、ああ、海行くときいつも

休憩してたわとか、自然公園と言うと、ああ、子ども遊びに連れて行ったわとか、そんなん

でわかってもらえます。 

  でも、一番みんなわかるのが、丹波枝豆とか、黒豆、あと丹波マツタケ、あと丹波くりと

いうとああ、食べたことある、食べたことあるという感じで、食の京丹波というのが少し皆

さんの頭の中にあるのかなと。でも、有名にもかかわらず、それらの特産品をつくっている

方たち、経済的に潤っているかといったら、決してそうではありません。それどころか、マ

ツタケ、くりなどは特に生産量が落ち込み、僕も人に説明するときに使っている食べ物がお

いしい京丹波、食の京丹波というイメージに大きなマイナスを及ぼしてきてると考えます。 

  「丹精を込めてよいものをつくれば、生産者が経済的にも潤う」仕組みづくりは、継続的

な生産・後継者の育成において、非常に重要です。そのために、特産品の適正な価格を設定
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し、品質を保ち、宣伝し、販路を開拓・拡大する取り組みが必要との観点から質問いたしま

す。 

  町長の施政方針の中で、特にくりについての記述がありましたので、くりについて質問し

ます。丹波くりの年間生産量は、全盛期から激減していると聞きますが、昨年の生産量及び

全盛期における生産量はどのぐらいだったでしょうか。推移を伺います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 丹波くりの生産量ですが、京都府内全体を見ますと、昭和５３年の１，

５１５トンをピークに年々減少しまして、近年は１００から１５０トンで推移しております。

平成２６年の生産量は京都府全体で１５６トンでありました。 

  京丹波町では、昭和５３年の２９１．３トンをピークに、平成２１年には天候不順も重な

り２６．１トンにまで減少しているところです。それ以降、生産量を見ますと、少しずつで

はありますが増加傾向にあり、平成２６年には４４．７トンの生産があったところです。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 北尾君。 

○１２番（北尾 潤君） 全盛期に比べて１０分の１ぐらいに減ってるんですけれども、その

生産量が減少した原因がわかったらお願いします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 生産量減少の原因としましては、くりの樹の老朽化や生産者の高齢化、

また、後継者不足や有害鳥獣被害等が挙げられますが、特に問題なのが、生産者の高齢化と

後継者不足であります。 

  これらにより、くり園の管理ができなくなり、くりの樹の老朽化への対応や有害鳥獣被害

への対策ができず、さらなる生産意欲の低下が要因と考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 北尾君。 

○１２番（北尾 潤君） 施政方針の中に、丹波くり振興事業の推進を図り、生産者の確保・

育成と生産拡大に取り組むとありますが、具体的にどんなことをされるのでしょうか。 

○議長（野口久之君） 栗林農林振興課長。 

○農林振興課長（栗林英治君） 丹波くりの生産につきましては、大半を個々の生産者が担っ

ている状況を踏まえまして、平成２７年度に補助金交付要綱を見直しさせていただきまして、

生産者で組織する団体だけではなく、個々の生産者も対象として、くり園の新植でありまし

たり、また、改植に要する整地や有害鳥獣防護柵の設置、また、排水対策等に係る経費の合
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計金額が３０万円以上であるものを助成の対象とさせていただいたところでございます。 

  また、昨日ですけれども、町内生産者や京都府、ＪＡで構成する京丹波町「丹波くり」生

産振興協議会で、課題や対策等を協議し、生産拡大につなげてまいりたいというように考え

ております。 

○議長（野口久之君） 北尾君。 

○１２番（北尾 潤君） 施政方針にもう一つ、売れる米づくりを進めるとありますが、具体

的にどのような取り組みですか。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 消費者の安心・安全や食味への志向が高まる中で、地域の環境や資源

を生かし、種子更新による品質の確保と、「特Ａ」評価の獲得を目指した良食味米生産への

取り組みを進め、従来から実施してきました栽培履歴の記帳・減農薬・減化学肥料による売

れる米づくりを進めていきます。 

  また、恵まれた地域の自然環境の中で、化学肥料・農薬を軽減した特別栽培米の生産拡大

を目指していきます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 北尾君。 

○１２番（北尾 潤君） くりに関しては、有害鳥獣被害で防護柵だったり、あと排水のとこ

ろに補助金が出ると思うんですけど、そんな感じで物理的な部分では補助を考えていただい

てると。で、米なんかは、僕は一般質問でブランド化をしてはどうだろうということで、そ

れに近い取り組みが行われつつあるということです。 

  この一業種というか、米やくりに対してのみの補助を欲しいという感じの質問では、これ

実はなくて、その辺を町行政とちょっと目的を共有したいなと思うんですけど、最近、商工

会で意見交換会があったときに、議題には上がらなかったんですけど、企業誘致の促進につ

いてありました。僕は直接町民の方からも、早くしろと、企業誘致なんでしないんだという

感じで言われることが多くて、町民全体が１人も反対することない施策なんじゃないかなと

いうふうになってるんですけど、なかなか難しい部分があります。 

  以前、一般質問の中で、例えば福知山には長田野工業団地の中に高速が通っていて、物流

からしたらすごくいい立地条件だったり、亀岡の並河のところにある工業団地にはＪＲの、

もちろん複線の駅があって、出退勤のときにすごい人数の人たちがぞろぞろと工場に向かっ

たり、工場から出てきたりします。京丹波は、なかなかそこが人も集まりづらい環境で、物

流も高速道路、まあ新しくできたので、その辺は少し解消するかなと思うんですけど、工業
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団地の中に出入り口がある長田野に比べたら、ちょっとやっぱり劣っているのかなというふ

うに思いました。 

  これに関して、町長にそのときに、京丹波は何が売りで工場を誘致するんですかと聞いた

ときに、町長は、食の京丹波ということで工場を誘致したい。京丹波でおいしい水で、安心

して食べ物がつくれる、そういう食の京丹波ということで、食品工場を誘致したいというふ

うに答弁されました。そのためには、絶対に京丹波ブランド、食の京丹波というイメージと

いうのはすごく必要不可欠だと思います。 

  それで、質問です。 

  本町のすばらしい特産品づくりを助ける制度の整備と並行して、本町の特産品を日本全国

や世界中に周知・広報し、販路を開拓・拡大する、職員の配置が他業務との兼ね合いで難し

いなら、外からでも人員やチームを行政内に設置することを検討すべきではないでしょうか。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 結論は、検討していきたいと考えております。 

  答弁をします。 

  本町の特産品は、京都丹波ブランドとして黒大豆、あるいは小豆・丹波くりなど古くから

全国的にも需要が高く、近年の和食のユネスコ無形文化遺産登録を背景に、一層の需要の高

まりを見せております。 

  そうした中、本町においては、より一層のブランド産品の生産振興と町内の道の駅や観光

協会と情報を共有し、町内外への情報発信をしていくことが必要であります。また、より効

果的に行うためには、庁内の関係課による連携も重要となりますので、こういうことについ

て、全般検討していくということになります。 

  食べ物なんかは平気でブランド化いうて言ってるんですけど、松本教育長が言うてはるこ

となんで公にはできませんけど、京丹波町の教育の何とかいう４文字でそういうことを目指

してると言うてはるんですが。私の認識では、ブランドというのは、やっぱりうらやましく

思われるということが一つあります。あるいは、敬意が示される。よいものつくっとってや

なと、あるいはそのことによって感謝される。あるいは信頼・信用とかいうことではないか

と思ってます。 

  何にしましても、もともとは人にまねできない、これは京丹波町のものですよと刻印をき

ちっと押すという意味ですからね。そういう面では、非常に今日京丹波食品ブランドという

のは、確立難しいと思うんですね。 

  そやけれど、今北尾議員がおっしゃったようなことを一つ一つ、みんなが考えて実行して
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いったら、京丹波ブランド、もう一回再興というか再建できるというふうに、私自身も思っ

てますので、またいろいろご指導いただいたらうれしく思います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 北尾君。 

○１２番（北尾 潤君） 検討をしていただいてるということで、どんどん進めていっていた

だきたいと思います。 

  町長がおっしゃられたように、ブランドというのは満足されないと意味がないというふう

に思います。満足されるものが適正な価格、だから高いというふうに周りから思われても、

消費者が満足したらそれで十分成り立っているんだろうなと。で、やっぱり値段高く売らな

いと、高く売らないというのはちょっと変なんですけど、安く売ってたら、つくる人もなか

なか営農意欲につながらなかったりするんじゃないかなと。やっぱり、京丹波ブランドいい

ものだから、この値段で買って十分満足だというのをつくってもらいたいな。 

  それが、例えば僕のイメージの１つなんで、全部がそれというわけではないですけど、昼

間汗かいて、どろどろになりながら働いた人が、終わった後シャワー浴びて、例えばポルシ

ェでぶーんと京都市に遊びに行くと。京都市内の人が、「誰だ、あれは」ってなったときに、

あれ、京丹波でくりつくってる人らしいぞと。で、あっ、くりってもうかるのかなっていう

のが広まっていったらすごくいいなって。そしたら、後継者不足なんて絶対ならずに、あっ、

あんな車乗りたいなとか、格好いいな、ああいう生活したいなというふうに、汗水垂らして、

頭知恵振り絞って働いたらこんな生活ができるんだ。京丹波でくりつくろう、黒豆つくろう

というふうになっていくのも、一つイメージしてますので、そうなったらいいなというふう

に思います。 

  丹波くりを初めとする本町の食材が、日本国、町外、日本全国どころか世界に誇る特産品

にすることに、本町が本気で取り組むよう切望いたしまして、平成２８年第１回定例会北尾

潤の一般質問を終わりにいたします。 

○議長（野口久之君） これで、北尾潤君の一般質問を終わります。 

  以上で、本日の議事日程は全て終了しました。 

  よって、本日はこれをもって散会します。 

  次の本会議は、１１日の午後１時３０分に再開しますので定刻までにご参集ください。 

  大変ご苦労さまでございました。 

散会 午後 ２時２８分 



 

 

－２５５－ 

地方自治法第１２３条第２項の規定により、署名する。 

 

  京丹波町議会 議  長  野 口 久 之 

 

     〃   署名議員  山 田   均 

 

     〃   署名議員  山 内 武 夫 

 

 

 

 

 

 

 

 


